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薫曜善 畠 欝f塗の進震姓菖欝着鋳 荘痴 ，闘

日本の高欝化の進展

(:)少 子高鎌化の進行

総務省統計周の推計によれば、平成23年 (2①ll年 )l① 月1日現在の国
本の総人□は約1億2772万 人です。65歳 以上の高齢者数は、2983万 人と
なつており、高齢者が総人□に占める害」合 (高齢化率)は 23.4%で す。
国立社会保障 ・人□問題研究所の 「日本の将来推計人□」(平成18年 12
月推計)に よると、日本の人□は減少傾向にあり、平成62(2① 50)年 に
約950① 万人になるものと予演」されます。年少人□ (0～ 14歳 人□)、生産
年齢人□ (15～ 64歳 人□)が 減少する一方で、高齢者人□ (65歳 以上人
□)が 増加 します。特に 「団塊の世代」(昭示□22～ 24年 に生まれた人びと)
のすべてが65歳 以上に達する平成27年 まで、高齢者人□は急速に増加し、
その後もゆるやかな増加が続<見 通しです。

高齢化率は平成27年 までの間に25%を 超え、日本の人□の4人 に 1人 が
高齢者となります。高齢者の増加は平成27年 からやや緩やかになり、平成
52年 から平成62年 では微減に転じますが、出生率の低下のため、高齢化率
は上昇 します。「団塊の世代」の子ども世代 (第2次 ベビーブーム世代)が
65歳 以上になる平成47年 ごろには、高齢化率は35%を 超える見通しです。
平成62年 には高齢化率は39.6%と なり、2.5人に 1人 が高齢者となると見
込まれます。
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(出典):国 立社会保障 口人口問題研究所 「日本の将来推計人口」 平成 18年 12月 推計



(2)人 口構造

日本の人□構造を人ロピラミッドでみると、年少人□ (①～14歳人□)
の減少による少子化の進展により人ロピラミッドの下部がすぼまり、生産年
齢人□ (15～64歳 人□)が 膨らむつぼ型となってしヽます。
第1次ベビーブームと第2次 ベビーブームによる出生数の急増により、生
産年齢人□に2つ の人□の山ができてしヽます。

第1次ベビーブーム世代が65歳 以上の高齢者になる2015年 と、第2次
ベビーブーム世代が65歳 以上の高齢者になる2①35年 に、高齢化率が上昇
すると見込まれます。
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4告》平均寿命の伸長

日本の平均寿爺の推移を昭和35年からみると、継続して伸長しています。
女性の平均寿爺は一貫して男性の平均寿爺を上回つて伸びており、昭和60
年には8①歳を超え、平成17年には85歳 を超えてしヽます。男性の平均寿命
は平成2年 に75歳 を超え、平成22年 には80歳 に迫ってしヽます。

<平 均寿命の推移>

酎90 8空

7772 7856

日45年 昭 和50年 昭 和55年 昭 和60年 平 成2年 平 成7年 平 成12年 平 成17年 平成22年

|=女 性 ― 男性 |

(出典):昭 和 35年～平成 17年までは厚生労働省 「完全生命表」(各年)
平成 22年は厚生労働省 「簡易生命表」

※平成 7年 は阪神 ・淡路大震災の影響を除去した値である。

昭和35年 昭和40年 昭 和45年 昭 和50年
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人口推計を直近の手―々に差しかえしきした。

2 葛 飾区の高齢化の進展

(1)葛 飾区の人口

平成23年 l①月1日現在の葛飾区の人□ (住民基本台帳人□と外国人登録
人□の合計)は 、449,668人 でづ。

人□は、工場跡地の開発や駅前再開発などによる、大規模集合住宅の建設
も予定されることから、今後ゆるやかに増加します。平成28年 にピークを
迎えた後は微減に転じ、平成3①年には453,300人 になると推計されます。
また、人□に占める65歳 以上の高齢者の書」合は、「団塊の世代」が65歳 以
上となる平成24年以降は、上昇傾向となります。
なお、新規の住宅開発や、大学キャンパスの学生増加により生産年齢人□
が上曽力Bすることが見込まれてしヽるため、高齢化率は平虜30年 代まで25°/。末
満と推計されます。

<葛 飾区の人口推計>
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(出典):葛 飾区基本計画策定支援 区 の人口推計

※各年 10月 1日現在の 「住民基本台帳による葛飾区の世帯と人口 (外国人登録による世帯

と人口を含む)」に基づき、コーホー ト要因法により推計。

※コーホー ト要因法 iコーホー トとは、同年 (または同期間)に 出生した集団のことをい

い、コーホー ト要因法とは、その集団ごとの時間変化 (出生、死亡、移動)を 軸に人口

の変化をとらえる方法です。ここでは、葛飾区の人口集団を年次的に追跡し、その人口

集団の要因ごとの変化率を用いて人口を推計しました。
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A□ 推計を直近の家―々に差しかえし書しを。

(2)高 欝者入国の推移

平成28年 10月 1国現在の葛飾区における高齢者数は98,218人 で、高齢
化率は21.8%と なっています。高齢者数は、今後も一定の書」合で増加して
しヽくものときえられます。特に葛飾区の人□全体に占める、76歳 以上の後
期高齢者の書」合が高<な つてしヽくと推計されます。
平成26年 には高齢者数はl①7,136人、高齢化率は23.7%に なると推計
されます。その後、高齢者数は緩やかに増加し、平成30年 には112,①49人
(高齢化率24.7%)と なる見込みです。

<葛 飾区の高齢者推計>
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十  前 期高齢者(65～74歳)ryy 村ヽ後期高齢者(75歳以上)=高 齢化剰

(単位 :人 )
平成 23年 平成 24年 平成 25年 平成 26年 平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年

65-69号 発 26,40C 27,21( 28,04t 28,85t 30,39t 31,63, 29,99t 28,08C

70-74岸 霊 25,322 25,59t 26,00( 26,86を 25,904 24,36〔 25,04て 25,79[

75-79浦 長 21,70Z 22,19t 22127, 22,08, 22,17C 22,46( 22,71〔 23,02C
80-34搭 晃 13,77t 14,431 15,33C 15195[ 16,91t 17,67〔 18.07( 18,16〔

85歳 以上 11,01, 11,911 12,67Z 13137〔 13,97( 14,711 15,831 16,965

前期高齢者 51172Z 52,80t 54,04C 55,71t 56,29C 56,00( 55,04[ 531884

後期高齢者 46,49Z 48,53; 50,29C 511421 53,05( 54,84; 56,62を 58,16こ

高齢者人口 98,21[ 101,34を 104,33C ，
′
（
） 13〔 109,35t 110,85t 111,66i 112,04〔

割
副
△
ロ

前期高齢者 115物 11,7ウ 脚J 123, 1 2鞠 1 2 3 物 121 119,

後期高鈴者 10.3, 阻叫 1 1 1 0 / 11.4ワ 11.7物 12.1 1 2 5 0 1 12.8物

(出典):葛 飾区基本計画策定支援 区 の人口推計



人口推計を直近の手―々に差しかえし孝した。

(3)人 口構造の推移

葛飾区の各年l①月1日現在の人□構造をみると、年少人□ (O～ 14歳人
□)の 書」合は、平成22年 まで一貫して減少してしヽます。一方、高齢者人□

(65歳以上人□)の 書」合は増カロし続けており、全国的な傾向と同様の傾向
を示してしヽます。

平成24年 度以降もこの傾向に変化はなしヽものと推計されます。

<人 口構造の推移と推計 (年齢3区分別)>
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窮愛書 葛 鎌区の高欝者の状慶

1 計 画策定のための調査

平成24年度からの第5期葛飾区高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計
画を策定するにあたり、要介護になってもできる限り住み慢れた地i或で喜し
続けられるようにするとしヽう理念のもとに、

“
葛飾区高齢者実態調査

"を
実

施しました。

高齢者の生活に関する調査

(1)要支援 ・要介護の認定を受けていない 65歳以上の区民 (以下 「認
定を受けていない者」とい う。)2,200人

(2)要支援 ・要介護の認定を受けている 65歳 以上の区民 (以下 「要
支援 ・要介護認定者」とい う。)1,800人

郵送配布 ・郵送回収

平成 22年 10月 25日 ～11月 16日

(1)認定を受けていない者 78.7%(有 効回収数 :1,731)

(2)要支援 ・要介護認定者 71.9%(有 効回収数 :1,295)

ひとりぐらし高齢者実態調査

調査対象 :昭和 21年 5月 1日 以前に出生 (65歳以上)の 、住民基本台帳及び
外国人登録原票の単身世帯 (27,194人)の うち、起居をともにする
家族などがいない方 (事実上単身の方)

調査手法 :民生委員・児童委員による訪間聴き取 り調査

調査期間 :平成 23年 5月 6日 ～6月 30日

調査対象

調査手法

調査期間

回 収 率



ク
“
　

１

調査結果の概要

在宅生活の継続に必要なこと

在宅生活の継続に必要と考えていることは、「健康状態や身体機能の維持 ・向上」が約フ割

認定を受けてしヽなしヽ者に、在宅生活の継続のために必要と考えてしヽることについ
てたすねたところ、「健康状態やヨ体の機能を維持 ・向上できること」が69.5%で

最も多く、次しヽで 「家事ができること」が59.2%、 「夜間や緊急時でも利用でき
る介護サービスがあること」が38.4%と なってしヽます。

健康状態や身体の機能を

維持・向上できること

家事ができること

ひとり暮らしによる不安

(火の始末や戸締まり)がなくなること

いま暮らしている住宅を介護に適した

住宅に改善すること

身近な地域で利用できる

介護サービスがあること

夜間や緊急時でも利用できる

介護サービスがあること

福祉や介護に関する情報が

多く得られること

その他

特にない

無回答 (複数回答、N=1,731)％

卜
翻
鰯
圏
Ｌ



2,介 護 (予防)サ ー ビスの利用意向

要支援・要介護認定者に、自宅で生活する上で利用したいサービスにつしヽてたす
ねたところ、「訪問介護 (ホームヘルプ)」が31.4%で 最も多<、 次いで 「通所介
護 (デイサービス)」が27.5%、 「ショートステイ」が23.7%、 「福祉用具貸与 ・

特定福祉用異販売」が22.5%と なってしヽます。

訪問介護

(ホームヘルプ)

訪問入浴介護

訪問リハビリテーション

■

　

　

％
(複数回答、N=985)

調 寵    仰 %

通所介護
(デイサービス)

通所リハビリテーション

(デイケア)

ショートステイ

居宅療養管理指導

福祉用具貸与・

特定福祉用具販売

住宅改修費支給

夜間対応型訪問介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型通所介護

わからない

特にない

無回答



3.希 望する今後の暮らし方

現在の住まいで生活したい人が約 6～ フ害1

今後の生活につしヽての希望をたすねたところ、認定を受けていなしヽ者は、「介護
保険制度を利用しながら自宅で暮らしたしヽ」が43.6%、 要支援・要介護認定者は、
「介護サービスを主に利用し、現在の住まいで生活したい」が50,5%で 最も多く、
次しヽで認定を受けてしヽなしヽ者は、「家族の介護を受けながら自宅で暮らしたい」が
15.9%、 要支援 ・要介護認定者は、「家族の介護を主に受け、現在の住ましヽ、家
族の住ましヽで生活したしヽ」が2① .9%と なつてしヽます。

(認定を受けていない者) (要支援,要介護認定者)

0%   10%  20%  30%  40%  50%  60%

介護保険制度を利用しながら

自宅で暮らしたい

家族の介護を受けながら

自宅で暮らしたい

特別養護老人ホームなどの

施設に入所したい

病院に入院したい

有料を人ホームに

入所したい

その他

わからない

無回答

ン岬%

介護サービスを主に利用し、

136%    現 在の住まいで生活したい

家族の介護を主に受け、
現在の住まい、家族の住まいで生活したい

特別養護老人ホームで生活したい

老人保健施設で生活したい

介護療養型医療施設で生活したい

グループホームのような
介護付きの小規模なホームで生活したい

有料を人ホーム・ケアハウスなどの

ホームで生活したい

その他

0%   10%   20%   30%   40%   50%

わかられヽ運ンン朝
ト

無回答
 ン

84%

L

10



介護 (予防)サ ービスの利用状況

要支援・要介護認定者に、介護(予防)サービスの利用につしヽてたすねたところ、
「利用してしヽる」が78.6%、「利用してしヽなしヽ」が16.4%となってしヽます。

利用していない

無回答
5,0%

16.4%

(N=985)



5.介 護保険のサービス利用限度額に対する利用割合

介護保険の利用害J合は 「上限いつぱい利用している」が最も多い

要支援・要介護認定者に、介護保険で定められてしヽるサービス利用限度額に対し
て、どの<ら しヽの書」合を利用してしヽるかをたすねたところ、「上限しヽつぱしヽ利用し
ている」が18.3%で最も多<、次しヽで 「7害」程度利用してしヽる」が14.6%、「ほと
んど利用してしヽなしヽ」が12.7%となってしヽます。

20%

上限いつぱい利用している

7害」程度利用している

半分程度利用している

3割程度利用している

ほとんど利用していない

わからない

(N=985)

12



6.ケ アプランの満足度

要支援 ・要介護認定者で介護(予防)サービスを利用してしヽる人に、ケアプランに
希望や要望が反映されてしヽるかをたすねたところ、「ケアプランは希望どおりであ
る」が74.3%で 景も多<な ってしヽます。不満足の内容では、「希望するサービスが
提供されてしヽなしヽ」が4。9%、「サービスの利用回数が希望通りではなしヽ」が3.7%、
「サービスの利用Bき間が希望通りではない」が3.4%、「プランやサービスに関する
説明が不十劣である」が2.6%と なってしヽます。

ケアプランは希望どおりである

希望するサービスが
提供されていない

希望していないサービスが

提供されている

サービスの利用回数が

希望どおりではない

サービスの利用時間が

希望どおりではない

プランやサービスに関する
説明が不十分である

その他

無回答 (複数回答、N=774)％７

ン
惣
ン
ン
ン
ン
ヽ

13



7.介 護保険サー ビスと介護保険料のあり方

認定を受けている人と受けていない人で考え方に違い

今後の介護保険サービスと介護保ln~料のあリカにつしヽてたすねたところ、「保険

用は多少高くても、介護サービス ・介護予防サービスが充実してしヽる方が良しヽ」と

答えたのは認定を受けていなしヽ者では18.1%、要支援・要介護認定者では24.2%、
「介護サービス ・介護予防サービスを多少抑えても、保険料が安い方が良しヽ」と答

えたのは認定を受けてしヽなしヽ者では20。1%、 要支援 ・要介護認定者では11.3%と

なつており、保険料に対する者え方に違しヽが見られます。

保険料は多少高くても、介護サービス・

介護予防サービスが充実している方が良い

介護サービス・介護予防サービスを

多少抑えても、保険料が安い方が良い

あ らともいえない

わからない

40%10%

細答瞳墨墨種墨種壁粒軌
□認定を受けていない者(N=1,731)臨 要支援・要介護認定者(N=1,261)

14



3.麗 ごろの活動

認定を受けてしヽない者に、現在参加している生きがしヽ ・社会参加活動の状況を
たすねたところ、「特に何も行ってしヽなしヽ」と答えた人が43.O%で 霞も多<な って
しヽます。

400310,な

町会・自治会に参加している

高齢者クラブに参加している

趣味・楽しみのための

活動に参加している

ボランティア、NPO、

市民活動に参加している

その他

特に何も行つていない

無回答

25.8%

15



9も今後参加 したい活動

参加したい活動も 「特にない」が最も多い

認定を受けてしヽない者に、今後参加したい活動をたすねたところ、「特に参加し
たしヽ活動はなしヽ」が42.7%で 最も多く、次いで 「趣味 ・楽しみのための活動」が
23,7%と なつてしヽます。

町会。自治会活動

高齢者クラブ

趣味・楽しみのための活動

10.4%

細 答   n鍬

42.7%

(複数回答、N=1,73

健康維持、介護予防の

各1号 暑]        9t;4%

ボランティア、NPO、市民活動

就業(収入がある仕事)

特に参加したい活動はない

16



収入をともなう仕事の有無

収入をともなう仕事をしている人は3害J足らず。働いていない理由は 「健康に自信がな
い」から、働いている理由は 「家計の維持 と補助のため」が、それぞれ最も多い

調定を受けてしヽなしヽきに、
してしヽるかたすねたところ、
つてしヽます。

収入をともなう仕事 (パート・アルバイトを含む)を
「していなしヽ」が64.1%、 「してしヽる」が28,2%と な

無回答
76 %

(N=1,731)

「働しヽてしヽなしヽ」と回答した人にその理由をたすねたところ、「健康に自信がな
しヽ」が27.60/。で最も多く、次しヽで 「お金に困ってなしヽ」が25。9%と なってしヽます。

0%          lo% 20%         30%         40%

お金に困つていない

健康に自信がない

就職先が見つからない

その他

無回答

21、2%

13.2%

(N=1,110)

「働いてしヽる」と□答した人にその理由をたすねたところ、「家計の維持 ・補助
のため」が53.8%で 最も多く、次いで 「生きがいのため」が19,2%、 「健康維持
のため」が16.8%となってしヽます。

20% 80%

家計の維持・補助のため

健康維持のため

生きがいのため

その他

無回答

406/0

鍋
　

　

９
，
２
　
　

　

　
　

　

　

・７
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，
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1ltひ とりぐらし高齢者の割合

高齢者の15.フ%(約 6人に1人)がひとりぐらし

65歳 以上の高齢者は、区総人□の21.7%で す。ひとりぐらしの高齢者は区総人
□の3.4%、65歳 以上高齢者の15.7%を 占めています。男女届」では、男性が5,216
人、女性が10,l①3人で、女性が男性の約2倍 となっています。

男性は、65歳 以上高齢者の8人に1人が、女性は、65歳 以上高齢者の6人に1
人がひとりぐらしをしています。

<ひ とりぐらし高齢者の割合>

対区総人口比
対16予歳1以上|
高齢者人由比

区総人口 450,083人 1000/c

男性 225,555人 50。10/c

女性 224,528人 49,90/c

65歳 以上高齢者人口 97.639人 21,70/c 100%

男性 41,897人 9、3畝 42.9%

女性 55.742人 12.4ツ 57.1%

ひとりぐらし高齢者 1 5 , 3 1 9人 3.4ツ 15.70/c

男性 5 , 2 1 6 人 1.2シ 5。30/c

女性 10,103人 2.27 10.40/c

同居者のいる高齢者・施設入所者 (※1) 7,964人 1.8% 8.20/c

転出コ死亡などで調査不能  (※ 2) 3 , 9 1 1 人 0,9ツ 4.00/c

「区総人口」、r65歳以上高齢者人口」は、平成 23年 5月 1日現在

※ 1「同居者のいる高齢者 口施設入所者」とは、次の方

O同 居人がいる方

O入 院中の方

O特 別養護老人ホームなどの施設に入所している方

※ 2「転出 ・死亡などで調査不能」とは、次の方

○転出した方

〇死亡した方

〇調査拒否をした方

○調査期間中不在の方

○所在不明の方

<高 齢者人口に占めるひとりぐらし高齢者の害」合 >

65歳 以上高齢者

97,639人



12.性別、年歯令別ひとりぐらし高齢者

男1生は65歳 ～69歳 が最も多く、女性は75～ フ9歳が最も多い

性副 ・年齢届」では、男性は65歳 ～69歳 が1,822人で霧も多<、次しヽで7①～74
歳が1,361人 となつてしヽます。女性は75～ 79歳 が2,655人 で最も多<、 次しヽで
70～ 74歳 が2,279人 となってしヽます。

<性 別、年齢別、ひとりぐらし高齢者>
男性 女性 合計

65-69歳 1,822人 11.9物 1,758人 11.5物 3,580人 23.49

70～74歳 1,361人 8.99 2,279人 14,9物 3,640人 23.8物

75-79歳 1,123メ つ

υ

，
′ 2,655人 17.39 3,778人 24,69

80-84歳 545人 医
υ

Ｏ
じ 2,027人 13.3, 2,572人 1 6 . 8 ,

85-89持 孟 263メ、 1,000人 Ｅ
Ｕ

会
Ｕ 1,263人 8.2,

90歳 以上 102人 0。7歓 384人 25, 486人 つ
と

つ
θ

合計 5 , 2 1 6 人 34.09 10,103人 66.09 15,319人 100 0,

<性 別、年齢別ひとりぐらし高齢者>

程百蘇五扇静 蕊百請
こ
百ま意案千 や 二

（人
）
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13.介護保険の認定状況

ひとりぐらし高齢者の認定率は、132%

ひとりぐらし高齢者の13.2%が 、要支援 ・要介護の認定を受けてしヽます。65

歳以上の高齢者のうち、要支援 ・要介護の認定を受けてしヽる人の書」合を区全俸でみ
ると14.9%と なっており、多くなっています。

介護度別にみると、区全体では、要支援 1,2で は3.3%、 要介護1が 2.1%、

要介護2が 3.1%認 定されてしヽるのに対して、ひとりぐらし高齢者の人は、要支援
1:2で は5,1%、 要介護1が 2.5%、 要介護2が 3.2%認 定されており、しヽす
れも多くなつてしヽます。

逆に要介護3以 上では、区全体では要介護3が 2.2%、 要介護4が 2.1%、 要介

護5が 2.0%調 定されているのに対し、ひとりぐらし高齢者の人は、要介護3が

1.2%、 要介護4が ①.7%、 要介護5が ①.5%と しヽすれも少なくなってしヽます。

<ひ とりぐらし高齢者の介護保険の認定状況>

全体

65～ 69歳

70と ラ4歳

75～ 79歳

80～ 84歳

85～ 89歳

90歳以上

田受けていない

聞要支援1・2

§要介護1

□要介護2

困要介護3

□要介護4

国要介護5

□不明

日未回答

受け!て

し!なヽい

要支援

11121

要介護
■■1 1 1 1

要介護
‐

| + 2 1

要介護

| ■3 1 +

1要介護

il■4■|

要分護
| ■5 ■‐

不 明 未回答

全体 5 , 3 1 9人 79,0% 5,1% 257 3.20/c 1.27 077 05% 140/c 6.4ツ

年
齢
別

65-69歳 3,580人 89.47 1.57 0.9ツ 1.20/c 0,4ツ 0,30/c 037 0,70/c 54ツ

70～74歳 3,640人 87.6畝 25% 1,0% 1.70/c 0.57 0.30/c 0.2% 070/c 557

75-79歳 31778人 77.7ツ 467 2.0% 2.57 0,97 0.70/c 0,3% 1,20/c （Ｖ 1 シ

80～84歳 2,572,六 72.4ツ 92シ 4.5% 5.1% 147 0。70/c 0,77 190/c 40%

85-89歳 1,263人 27 1297 6.0% 8.47 357 1.80/c 1.2シ 380/c 42シ

90歳 以上 486人 389ツ 150% 88% 11.77 60% 3,10/c 33% 390/c 9.3%

性

別

男性 5 , 2 1 6 人 78.57 3_0% 1、7% 247 097 0.70/c 050/c 120/c 11 2シ

女 性 0,103人 793% 62% 29% 37% 13% 0,7ツ 050/c 150/c 38ツ
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:4、散歩や買い物など外出の頻度

散歩や翼物など外出の頻度は、「1日 1回 以上」(68.1%)と 「2～ 3日 に1回
程度」(17.① %)を 合わせると全体の85.イ%と なつています。年齢が上がるにつ
れて外出の頻度が少なくなりますが、9o歳 以上の人の34.0%が 「1日 1□ 以上」
外出していると回答してしヽます。

性局」でみると、男性は 「1日 1回 以上」外出する人の書」合が女性よりも多く、女
性は 「2～ 3日 に 1回 程度」、「1週 間に 1回 程度」などの外出する頻度が男性より
多くなってしヽます。

<ひ とりぐらし高齢者の散歩や買い物など外出の頻度>

全体

65～ 69歳

70～ 74歳

75～ 79歳

80～ 84歳

85～ 89歳

90歳 以上

日1日 1回以上

国2～3日に1回程度

国1週間に1回程度

□2週間に1回程度

日ほとんど外出しない

□未回答

1 日 1 画

以上

2～ 3日 に

1日 程度

1週間に

1回程度

2週 間に

1日程度

ほとんど

外出しない
未回答

全体 15,319ム 68,1% 17.0% 3,30/c 0.8% 46ツ 5。7核

年
齢
別

65′▼69歳 3,580ム 78.2% 1277 2,1% 0.4% 1.8ツ 4.8%
70～ 74歳 3,640人 76_50/c 14.00/c 2.3% 050/c 2_0% 460/c
75～79歳 3,778)、 77 1630/c 35% 0.60/c 3.3% 9,60/c
80～84歳 2.572人 59.8% 229% 5,90/c 1.4% 630/c 3,70/c
85-89歳 1,263人 498% 24,2% 7_4% 2.37 1250/c 38%
90歳 以上 486メ 34 0% 25 1,x 7.4% 16% 26.3% 56%

性

別

男性 5 , 2 1 6 人 68 20/c 145% 29% 0.70/c 3.6% 1020/c
女性 10,103人 6810/c 1820/c 42% 090/c 5.2シ 340/c

ワ
コ



第 3章  計 画の基本的考え方

1 計 画の位置づけ

高齢者保健福祉計画は、老人福祉法第20条 の8に 定める 「市町村老人福
祉計画」に位置づけられ、介護保険事業計画は、介護保険法第117条 に定め
る 「市町村介護保険事業計画」に位置づけられます。
高齢者保健福祉計画には、介護保険事業計画を内包させてしヽます。

2  計 画の期間

平成24年 度～26年 度までの3年 間

ワ
々
９
】



聾 計 画の基本理念

個人の尊厳と自立

地域福祉

総合的な施策の推進

人は誰でも、年齢や性副その他しヽかなる理由によっても、個人としての喜
厳が損なわれることがあってはなりません。
高齢者が、加齢に伴う障害や生活上の困難があっても、自分の生活のあり
方を自劣で半」断し、決定し、行動することは人間として当然の生きんです。
葛飾区は、すべての高齢者が、たとえどのような障害があっても、可能な
限り自劣自身による決定のもとで、その人なりの自立をめざしてしヽ<こ とを
尊重し、支援していきます。

高齢者が1固人として尊重され、その人なりに自立した生活を送るには、自
立生活を支援する様短な施策の充実とともに、地域社会の担しヽ手である区民
一人ひとりが互しヽに尊重し合しヽ、助け合う地域をつくることが必要です。
葛飾区は、高齢者自身の積極的な参加のもとで、地域と行政の協働による
条件整備を通 じて、誰もが助け合しヽ、支え合う地域づ<り をめざします。

すべての高齢者が、住み慣れたまちで自立して安1出して暮らせるようにす
るためには、福祉をはじめ、保健、医療、雇用、社会参加、生涯学習、住宅、
生活環境整備など、生活を支える様やな施策が効果的に提供されることが大
切です。

葛飾区は、高齢者が生きがしヽを持ち、安心して暮らせる地i或社会をつ<る
ため、総合的な施策を推進してしヽきます。
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欝 理露 高 欝番鶴縫橿紐計画

計画の基本国標

～生きがいがあり人が輝 くまち葛飾～

明るく活力に満ちた高齢社会を確立するためには、高齢者が健康で、しヽさしヽ
きと生活し、地域で必要とされる役書」や生きがいを見つけ、主体的に活躍する
地域社会づくりが求められてしヽます。
そのため、健康づくりや介護予防への支援はもとより、これまで培ってきた
知識や経験などを活かした社会参加活動や生きがしヽ活動への支援を充実し、

“
は

つらつ高齢者がある、れるまち
"を
めざします。

ン錮醒醸目醸  ～ 安心を実感できるまち葛飾～

介護が必要になっても、自らの意思に基づしヽた質の高しヽ、安心 した生活を送
ることができるよう、必要なサービスの曇と質を確保するとともに、高齢者が
自らの選択に基づしヽて、適切に介護サービスを利用できる環境の整備に努めま
す。

ひとりぐらしなどで生活の支援を必要とする高齢者が、できる限り自立した
生活を続けることができるよう、介護予防や生活を支援するサービスを総合的
に利用できるしくみづくりを進めます。
また、高齢者が安l出して暮らせるために、災書や犯罪に対する備えを地域ぐ
るみで進め、

“
安心を実感できるまち

"を
めざします。

～支え合いと安 らぎのまち葛飾～

誰もが住み慢れたまちで安bし て暮らし続けられるためには、安全で快適な
まちづくりや、地i或における支え合しヽ、高齢者に配慮した住宅の充実が必要で
す。高齢者が安全に円滑に利用できるよう、道路や施設のバリアフリー化に取
り組みます。

また、高齢者が積極的に活動でき、安らげる場が得られるよう、ユニバーサ
ルデザインのまちづ<り の推進や、地域における支え合しヽのしくみづくり、多
様な住ましヽの確保に努めるとともに、高齢者が活動できる場の提供や公園など
の整備を進め、

“
やさしさに満ちたも、れあしヽのまち

"を
めざします。
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生きがいがあり人が輝くまち葛飾

2 施 策の体系

安心を実感できるまち葛飾

介
整

保
険
事
業
計
画

i                                          ...… .f

在宅生活を支援するサービス

安心 口安全のためのサービス

認知症高齢者と家族への支援

地域での生活を支えるサービスの充実

介護保険サー ビス

介護保険サービス基盤の整備

適正な介護保険制度の運営と
サービスの質の向上

介護保険事業計画の達成状況の点検

支え合いと安らぎのまち葛飾
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<施 策の体系イメージ>

この計画は、これからの本格的な高齢社会を活力のあるものとするために、できる
限り長<健 康でしヽきしヽきとした生活を送ってしヽただ<た めのはつらつの野、介護が財
要になっても、安いして生活してしヽただくためのあんしん分野、人とのふれあしヽの中
で、安らぎを感じながら住み慢れたまちで住み続けてしヽただ<た めのふれあいの野か
らなってしヽます。

|よつらつ

生きがぃがあり人が輝くまち葛飾

社会参加,生きがい

活動の促進
健康長寿への支援

はつらつ高齢者が

あお、れるまち

|ふれあい
=え合いと安らぎのまち葛飾
■ , | | ‐‐                  . | | ―! ■

支え合いめ

地域づくり

高齢者にやさしい

暮らしの整備

やさしさに満ちた
お、れあいのまち

イ| | 1 1 1 1 ■■ ■
‐      | ■■ ■

安いを実感できるまち葛飾

安心できる在宅生活
への支援

介護保険サービスの充実・

安心してサービス
できる環境の

安心を実感できるまち
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ヨヵ年の事業日標を追加記載しきした。

3 施 策の方向性と事業

一生きがいがあり人が輝 くまち葛飾―

1 社 会参加 ・生きがい活動の促進

高齢者の多くは元気な方泉であり、豊富な経験と矢B識や技術をお持ちです。
こうした高齢者の方々に、しヽつまでも健康でしヽきしヽきと活躍していただ<た

め、中高年世代からの社会参加を促進する多様な施策を積極的に進めます。

また、それぞれのライフスタイルにあった生きがしヽをもち、意欲的に活動で

きるよう、生涯学習や生きがい活動を支援します。

新規 B重点事業
十■克|れ,1玖itゑi″: :々ケt年■■主|,東,j,,

介護支援サポ‐夕■事業

高齢者が、区内の介護施設等でのサポーター活動を通じて、社会参加や地域貢献を行 う

ことで、本人自身の介護予防と地域活動への参加促進を図ります。

事業目標 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

介護支援サポーター活動人数

(年間)
200人 220人 240ノ八ヽ

↓‐ヽきいきふれあいサ■シ

地域の高齢者が気軽に集える場所を確保し、引きこもりの解消を図ります。また、サロ
ンを拠点とした自治町会や民生委員・児童委員、地域ボランティアの連携強化を図ります。
区民が主体となり、既存の公共施設を活用することにより、葛飾区社会福祉協議会を通
じてサロン事業を取り組む地区に対してナロン開設 ・運営の助成をし、設置地区の拡充を

図ります。

事業目標 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

① 「ふれあいサロン堀切」の運営

②いきいきふれあいサロンの

設置地区の拡充

運営

開設 2地 区

運営 5地区

運営

開設 2地 区

運営 7地 区

運営

開設 2地 区

運営 9地 区

28



憲拘年の事業目揮を追加記載しまし癌。

その他の事業

'介護予防・地域支えあい活動支援事業
・シエア就業支援事業
コIT〔活動情報サロン
ロ社会参加セミナー

ロシエアピア傾聴ボランティアの活用
ロシルバー人材センターヘの支援
・高齢者クラブヘの支援
・くつろぎ入浴事業
口老人週間行事
=地域福祉コミュニティの育成
・市民活動団体の支援

生きがい活動への支援

かつしか区民大学の推進

学びと交流の楽しさを基盤とし、かつしかの特徴や魅力を学ぶ 「葛飾学」をはじめ文
化 ・教養、健康、生きがいなど、多様な分野について学ぶ新たな区民の生握学習の場と
して推進 します。

学習の成果を活かし、学習支援やボランティア活動等の担い手として活躍できる人材
を育成します。また、全庁的な連携による講座のほか、区民や団体が参画し企画運営す
る講座、大学などの教育機関との協働による講座も開設します。

事業目標 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度
区民大学単位認定講座数 40 60 食

Ｕ
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3ヵ 年の事業目標を追加記載しました。

緑と花のまちづくり推進事業

身近な緑の創出と、街並みの景観及び美観の向上を図るため、区内の公開性の高い公
有地などで緑化活動を行う団体に花の苗などを配布 します。

事業目標 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

65イ牛 1 0 件 25イ牛 301牛

その他の事業

・シルバーカレッジ
B生きがい支援講座
口異世代・地域交流事業
・暮らしを彩るパソコン教室
・地域開放型花壇管理運営
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Sヵ 年の事業目標を追おB記載しきし危。

2 健 康長寿への支援

寛屋にわたり、健康で自立した生活を送ることは、何よりも望まししヽことです。
区でほ、高齢期になっても1出身ともに健康が維持されているよう、壮年期か
らの健康づくりの支援を重点的に進めます。また、加齢にともなう身体機能の
表えを進ませない介護予防事業を効果的に進めるための事業展開を図ります。
さらに、「健康を維持するためにできるだけ勇体を動かす」としヽう多くの高齢者
の|いがけにも積極的に対応してしヽきます。

健康づくりの支援

新規 口重点事業

その他の事業
誠|■″衣ュ妨 =,:去妊“弦チカ歳|,■|

・長寿 (後期高齢者)健 康診査
・健康づくり事業
口健康手帳
・健康大学
口生活習慣病予防教室
・健康相談
・栄養講習会
B健康教育B地区組織活動
日精神保健相談
・骨粗 しょう症検診
B成人歯科健康診査
日精神保健教室

特定健康診査 ・特定保健指導

40歳 から74歳 の国民健康保険カロ入者 (当該年度中に 75歳 に到達する者も含む)に
対して、医療保険者として生活習慣病に着目した検査項目を実施し、その結果により生
活習慣病発症のリスクがある方には医師 ・保健師等が、生活習慣改善のための保健指導
を行います。
このほか、当該年齢層の区民の健康を保持 し疾病を早期に発見するために、胸部エッ
クス線や腎機能検査等を実施します。

事業目標 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

①特定健康診査受診率の向上

②特定保健指導実施率の向上

③メタボリックシンドローム

該当者 ・予備軍の減少

65.0%

45.0%

10%減 少

(対20年度比)

向上

向上

減少

向上

向上

減少
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3角 年の事業目標を追洵n記載しきした。

体を動かす習慣づくりの支援

新規 ・重点事業

その他の事業

・宿泊健康スポーツ講座
・シルバースポーツ教室
・高齢者はつらつ健康体操教室
コマスターズ大会
コ地域スポーツ活動 (健康体操巡回指導)

かうしか地域ネポ
エツクラブの育成

身近な地域で、健康で生き生きと暮らし、長生きするために、年齢や興味 ・関心 ・技
術レベルなどに応じて、定期的 ・継続的にスポーツに規しむクラブを育成します。

事業目標 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

①普及啓発活動の推進

②候補地選定

③準備会設置

④設立・育成支援

⑤クラブハウス整備

続

続

続

続

継

継

継

継

続

続
　
　
続
一

継

継
　
　
継

続

続
　
　
続
一

継

継
　
　
継

シルバ■エンジョイスポ‐ツ

高齢者が普段から慣れ親しんでいるスポーツ、興味のあるスポーツの大会を開催する
ことにより、日ごろの成果を発揮する場を提供するとともに、運動をはじめるきっかけ
づくりへの支援をします。

事業目標 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

①開会式の開催

②体験教室等の開催

③スポーツ大会の開催

催

施

催

開

実

開

催

施

催

開

実

開

催

施

催

開

実

開
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〔   打 ダ
の
妻
業目標を追角B記載しきし滝。

   〕

t      介 護予防の推進
      !

新規 B重点事業

うんどう教室事業

身近な地域で手軽に運動ができるよう、うんどう教室を開催します。また、教室の参
加者を指導することのできる地域の人材を育成します。

事業 目標 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

うんどう教室参加者数 (年間) 500ノ 代、 600ノ(、 700ノ六ヽ

介護予防推進事業

大学や民間企業、団体と連携して先進的介護予防事業に取り組みます。

事業目標 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

①制度内介護予防事業の実施

②先進的介護予防事業の取組 ・検証
・身体的予防事業
・認知症予防事業

実施

取組 ・検証

実施

取組 ・検証

実施

取組 ・検証
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3れ 年の事業目標を追加記戴しきした。

介護予防地域パワー養成事業

筋力向上 トレーニング等の介護予防事業の推進強化のために、地域において区民が
主体的に取り組んでいけるよう、高齢者クラブや自治町会等の団体を支援するボラン
ティアを養成していきます。

事業目標 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

①筋力向上 トレーニングリーダー

養成講座の開催

②筋力向上 トレーニングリーダー

スキルアップ講座の開催

③回想法 トレーナー養成講座の

開催

④回想法 トレーナースキルアップ

講座の開催

⑤脳力 (のうぢから)トレーニング

リーダー養成講座の開催

⑥脳力(のうぢから)向上 トレーニ

ングリーダースキルアップ講座

の開催

コース 30人

3コ ース 165人

1コ ース 45人

1コ ース 45人

1コ ース 30人

1 コース 3 0 人

1コ ース 30人

1コ ース 30人

4コ ース 200人

コース 60人

1コ ース 60人

その他の事業

,お、れあい銭湯事業
・介護予防・地域支えあい活動支援事業 (再掲)
・介護予防普及啓発事業
・介護支援サポーター事業 (再掲)
・自主グループ支援
B介護予防ケアマネジメント事業
コ長寿 (後期高齢者)健 康診査 (再掲)
'シエア版ポニースクール
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霞ヵ年の事業目標を追角E記載しきじ燈。

一安心を実感できるまち葛飾―

1 安 心できる在宅生活への支援

寝たきりや認矢□症などで介護が隊要な高齢者、ひとりぐらしなどで生活の支
援が必要な高齢者が、在宅で安心して生活できるよう、生活支援サービスの充
実に努めます。また、成年後見制度や地域福祉権利擁護事業など、高齢者の権
利と財産を守るためのサービスが総合的に利用できるように支援します。

在宅生活を支援するサービス
夕t,■私ケイケれ,■をケ,ルナれ

新規 口重点事業

救急医療情報キット給付事業

緊急時、救急隊が迅速に救急活動を行えるよう、かかりつけ医療機関や持病などの情
報を保管する救急医療情報キットを給付します。

事業目標 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

キット給付延べ件数 2)000イ牛 3,000イ牛 4,000イ牛

肺炎球菌ワクチン接種者への公費助成

区内医療機関で任意の予防接種 (高齢者肺炎球菌ワクチン)を 受ける高齢者に対し、
接種費用の一部を助成し、集団感染や疾病の重篤化を防止します。

事業目標 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

肺炎球菌予防接種率の向上

予防接種費用

助成件数

8,7004牛

予防接種費用

助成件数

9,000イ牛

予防接種費用

助成件数

10,000件

家賃債務保証支援事業

区内の民間賃貸住宅に住み替える際に、(財)高 齢者住宅財団の家賃債務保証制度を利
用した場合、保証料の一部を助成し、高齢者世帯等の円滑な民間賃貸住宅への住み替えを
支援します。

事業目標 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

高齢者世帯・障害者世帯・ひとり親世

帯への債務保証制度の保証料助成
1 0 件 1 0イ牛 1 0 件
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3ヵ 年の事業目標を追加記載しきした。

その他の事業

口家庭用卓上電磁調理器購入費助成
・生活支援サービス
・シルバーカー給付事業
・自立支援住宅改修費助成
・緊急一時介護
・生活支援ショー トステイ
ロ出張理美容事業
口おむつの支給B使用料助成
口住宅設備改修費助成
・寝具乾燥消毒
・しあわせサービス

・高齢者等訪問収集事業
・ねたきり高齢者等歯科診療
口補聴器購入費用助成
・特別永住者給付金事業

安心 ・安全のためのサービス

事  業
""輸あ弱ガ弟斎流れ,
日配食サービス

・ひとりぐらし高齢者毎日訪問
・災害時要支援者避難施設の確保
・消費者の自立支援
・見守り型緊急通報システム助成

認知症高齢者と家族への支援

新規 ・重点事業

認知症高齢者グル‐プホームの整備支援

認知症高齢者が介護や 日常生活の援助を受け、共同で生活する認知症高齢者グループ

ホームを整備する事業者に対し、整備費を助成します。

事業目標 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

整備支援

7か所 定員 126人

2か 所

定員 36人

2か 所

定員 36人

3か 所

定員 54人

36



霞ゎ年の事業目擦を追加記載し孝した。

t  威 年後見事業?姿 秀_  !

福社サービスに関する利用相談や苦情相談を行 うとともに、威年後見制度の利用相談
や利用支援を行つている、社会福祉協議会の権利擁護センターの機能をより強化し、特
に市民後見人の養成に努め、判断能力が不十分な高齢者や障害者の権利行使を総合的、
一体的に支援します。

事業目標 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

①福祉サービス等の利用 ・吉情

相談、成年後見制度の利用相談

延べ 3,060件

②法人後見の受任・市民後見人の

受任

1,000件

実施

1 , 0 2 0イ牛

拡大

1,040件

拡大

認知症高齢者支援事業

かつしかあんしんネットワーク事業や、一般区民等を対象に、認知症に対する正しい知
識を持ち、地域において認知症の方を支援する認知症サポーターを養成する妻座を活用し
て、区民の認知症への理解を深め、認知症高齢者の支援や紛F徊高齢者の早期発見につなげ
ます。

座について,

支援の輪を広げていきますハ

事業目標 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

①認知症サポーターの養成

②認知症サポーター (小中学生)

の養成

③徘徊高齢者保護施設の設置

600メ、

200人

継続

600人

300人

継続

6 0 0メ、

400人

継続

その他の事業

・認知症高齢者位置探索システム助成
コ地域包括支援センターによる認知症高齢者家族会育成
B成年後見制度における区長申立
B地域福祉権利擁護事業
・財産保全管理サービス事業
・精神保健相談 (再掲)
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ヨヵ年の事業目標を追加記載しきした。

地域での生活を支えるサービスの充実

新規 田重点事業

その他の事業
riョテF露王ェ夏Fこr,,二定ヨ石材Ftti乾!

・小規模多機能型居宅介護の整備支援
8認知症高齢者グループホームの整備支援 (再掲)
・地域包括支援センター運営協議会の運営
口地域密着型サービス運営委員会の運営

介護保険サ
ー ビスの充実

第 2章 で後述します。

安心 してサー ビスを利用できる環境の整備

第 2章 で後述 します。

地域包括支援センタエの運営

住み慣れた地域で安心して暮らし続けられることを目標に、要介護状態になることを防
止するための介護予防ケアマネジメントや権利擁護事業、高齢者虐待の防止に取り組むと
ともに、高齢者とその家族等を支える相談事業を実施します。また、地域包括支援センタ
ーに分室や出張相談窓口を設け、相談 ・支援のニーズに応えます。

事業目標 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

①地域包括支援センターの設置

②職員体制の拡充 ・強化

③従事職員の資質向上のための

研修実施

継続

拡大

7 回

備
鹸
　
佃

継続

拡大

7 回

24時 間訪問介護支援サ■ビス

夜間対応型訪問介護サービス利用者を対象として、同サービスにおける通報システムを
活用し、昼間の時間帯においても緊急時に利用者からの通報により、訪問介護事業者がヘ

ルパーを派遣します。

事業目標 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

①サービス利用回数

延べ 1,738回

②サービス利用者数

延べ435人

478回

12 0人

580回

145人

680回

170人
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S角 年の事業目標を通角口記載しましを。

一支え合いと安らぎのまち葛飾―

1 支 え合いの地域づくり

高齢化や核家族化の進行に伴い、ひとりぐらしや高齢者のみの世帯が増えて
います。こうした高齢者を地域で見守り、誰もが安心して暮らし続けられるし
くみづ<り を進めます。また、地域との関わりがますます希薄化してしヽること
から、世代を超えたも、れあい活動が地域で展開されるよう支援します。

支え合い活動の促進

かつしかあんしんネットワーク事業

地域包括支援センターが拠点となり、民生委員やボランティア、地域の様々な方々と
協力して、ひとりぐらし高齢者等を地域の中で見守り、支援が必要な方に適切なサービ
スを結び付けます。
さらに、この事業の仕組みを活用し、虐待防止や災害時の要援護者の支援、孤独死防
止に努めます。

事業 目標 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

①あんしんねっと対象者の把握と周知

②情報登録カードの登録拡大

継続

拡大

継続

拡大

続

大

継

拡

高齢者虐待防止ネットワーク事業

高齢者虐待についての普及啓発事業、シェルターの運営、24時間電話相談を実施し、
かつしかあんしんネットワークを活用して虐待防止を図ります。

事業目標 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

①高齢者虐待防止計画の策定 ・推進

②高齢者虐待防止普及啓発事業の実施

③シェルターの設置

④一時保護事業・ショートステイなど

養護者支援の実施

⑤介護ほっと24時間電話の実施

⑥高齢者虐待防止ネットワーク運営委

員会開催

計画の推進

実施

継続

続継

継続

3 回

計画の推進

実施

継続

継続

備
　
掴

計画の策定

実施

継続

継続

継続

6 回
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その他の事業

口高齢者クラブ友愛訪間
ロシエアピア傾聴ボランティアの活用 (再掲)
・介護予防・地域支えあい活動支援事業 (再掲)
・民生委員活動への支援
・生活支援ボランティア
・高齢者食事サービス活動助成事業
・地区まつり助成
・長寿慰労事務

世代間交流の促進
彰 タククテクク多杉タイ物名クタを%告脅後ク物率ク物 物孝協″なシケ多核2,ラ客″ケ核考カケ4ル抜ケをを,1ケ挽ルをとあ _をケ務

事 業

・保育園シエアボランティア
コわくわくチャレンジ広場

鯵

″％
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憲舟年の事業目揮を追加記載しました。

2 高 齢者にやさしい暮らしの整備

誰もが、住み慢れたまちで安心して喜らし続けられるよう、高齢者に配慮した
優良な隻貸住宅をはじめ、グ

｀
ループホームなどの多様な住ましヽの確保に努めると

ともに、高齢者が気軽に社会活動できる場や安らげる場づ<り を進めます。また、
高齢者の身体的特性に配慮した安全で生活しやすしヽまちづくりを進めます。

住み慣れたまちに暮らすための支援

新規 ・重点事業

B高齢者向け優良賃貸住宅事業
=高齢者借上住宅事業
・区民住宅事業
=民間住宅斡旋
・自立支援住宅改修費助成 (再掲)
と住宅設備改修費助成 (再掲)
・認知症高齢者グループホームの整備支援 (再掲)
B災害時要支援者避難施設の確保 (再掲)
・成年後見制度の拡充 (再掲)
・家賃債務保証支援事業 (再掲)

商店街宅配事業支援

高齢者が身近な商店街で買い物をした際に、購入物品の宅配や、一時休憩場所として「お
休み処」を提供することで、買い物の負担を軽減し、安全で快適な生活に寄与します。

事業目標 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

商店街 の宅配事業 に

対する支援
1商店街 (新規) 1商店街 (継続) 1商店街 (継続)

地域コミュニテ におけるバタアクジエ

地域コミュニティ施設が、高齢者 ・障害者を含め誰でも安心して使いやすいようにする
ため、バリアフリー改修を計画的に実施します。

事業目標 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

①トイレの洋式化

②トイレ手すり等設置

③階段手すり設置

トイレの洋式化

トイレ手すり等設置

階段手すり設置

トイレの洋式化

トイレ手すり等設置

階段手すり設置

トイレの洋式化

トイレ手すり等設置

階段手すり設置

力
を



(   3 ゎ
年の事業目標を追力n記載しきした。

   )

, | |

新規・重点事業 |

交通ィヽリアクリー事業

新小岩駅圏において、区民や公共交通事業者、国、都などと一体となつた取組として、
駅や道路、公共公益施設、商店街等を含めた

一
体的なバリアフリー化を進め、すべての人

が安全に身体に負担がなく移動ができるまちにします。

事業目標 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

重点整備地区

(新小岩駅圏)の 整備

南口駅前広場の暫定

整備

道路管理者や交通事

業者等による特定事

業の実施

道路管理者や交通事

業者等による特定事

業の実施

道路管理者や交通事

業者等による特定事

業の実施

歩道勾配改善事業

歩道の段差や勾配等を改善し、高齢者や障害者、車いす利用者等、誰もが安全で快適に

通行できる道路環境を整備 します。

事業目標 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

工事延長 約 2.4km 糸旬0,8km 糸匂0.8km 糸匂0.8km

あんじん歩行エリア整備事業

交通事故の発生率の高い地区を指定し、区と警祭が連携を図りながら交通事故防止策を

実施します。

事業目標 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

①Bエ リア (立石 ・堀切 ・

四つ木地区)

②Cエ リア (未定)

Bエ リア内の総合的

な交通事故防止対策

の実施

Cエ リア内の総合的

な交通事故防止対策

の実施

Cエ リア内の総合的

な交通事故防止対策

の実施
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雷れ年の事業目擦を追加言3載しましな。

1 自 治町会会館におけるバリアフリー改修への支接  |… 1 申, 一… … 一ヽ… 【ィυ  ′ | ‐ イ 十1 ( じ ′ | こ] クを j                l

地域活動や地域の文化サークルの拠点でもある、自治可会会館のバリアフレー改修に |
係る経費を助成し支援 しますc

その他の事業

口人にやさしいまちづくり整備費助成
口道路のバリアフリー化事業
口交通安全等施設整備事業
・身近な公園の整備
・地域乗合タクシー運行事業

事業目標 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

自治町会会館バリアフリー改修の支援 継 続 継 続 継 続
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纂愛善 弁 護篠険事業計麗

計画策定の基本的考え方

(1)計 画の背景

平成 12年 に介護保険制度が創設されて以来、介護サービスを利用する高齢
者が増加 し、高齢期を支える制度として定着 してきました。しかし、平成 27
年 (2①15年 )に は、しヽわゆる団塊の世代が高齢者となり、高齢化が一層進展
することから、今後は、帝」度としての持続司能性の確保、介護予防を重視した
サービスの充実及び高齢者が住みJ隠れた地i或で自立した暮らしができるように
支援するサービスの提供などが、求められます。
平成 17年 度からは、介護保lR‐制度を持続司能なものとするための大幅な改
正が行われ、予防重視、地域密着型サービスの導入や地域包括支援センターの
創設など、新たなサービス体系が導入されました。第 3期 葛飾区介護保険事業
計画 (平成 18年 度～平成 20年 度)で は、この改正の趣旨に則して、区内を
7つ の 「日常生活圏域」に区分し地域包括支援センターを設置しました。
さらに、第4期 葛飾区介護保険事業計画 (平成 21年 度～平成 23年 度)で
は、区特別給付として 「24時 間訪間介護支援」などを実施 してきました。
第 5期 計画 (平成 24年 度～26年 度)で は、地域ケアの充実を図ってしヽく
とともに、ニーズに合わせた施設整備等を計画的に進めながら、ヨ|きつづき平
成 27年 度を目途とした基本目標の達成に向けて、介護保険事業を進めてしヽき
ます。

18年度

2006年

19年度

2007年

2 0年度

2008盗再

21年度

2009年

22年度

2010年

23年度

2011年

24年度

2012年

25年度

2013年

26年度

2014年

::::ギーど:三!告=ミ_|

第 3期 事業計画期司 >| 1第 4期 事業計画期間

見直 し 見直し
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(2)計 画の基本目標

予防を重視したサービスの提供の推

要介護者の状態に応じた道切な介護保険サービスが、早期に利用できるよう

努めます。特に、予防重視の観点から、軽度者の状態の維持・改善を図るため、

効果的な介護予防サービスが利用できるよう努めます。また、要支援 ・要介護

になるおそれのある高齢者を対象とした介護予防の取り組みを推進します。

自分で選べるサービスの確保と向

本人の意思と選択にもとづしヽて利用できるよう多様なサービス供給体制を確

保するとともに、安bし て利用できるようサービスの質の向上と介護給付の適

正化に努めます。

み慣れた地域での生活の充

介護を必要とする状態となっても、可能な限り住み慣れた地域で安1断して暮

らせるよう、身近な地上或で提供するサービスの充実に努めます。
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(8)事 業展開の方向桂

第3期 事業計画において初めて計画に位置づけられた 「地i或支援事業」、「地
i或密着型サービス」及び 「介護予防サービス」を含む介護保険事業の現状の課
題を整理するとともに、平成 23年 6月 15日 に成立した 「介護保険法等の二

部を改正する法律」の趣旨を取り入れ、第 5期 事業計画におしヽては、以下のと
おり具体的な事業展開に努めます。

① 予防重視の観点から、地域の方がより利用しやすくなるよう、介護予防拠点
の充実や整備を進めます。また、第4期 計画で創設した 「介護支援サポータ
ー事業」をさらに進めるなど、介護が必要となるおそれのある高齢者を支え
る 「地域支援事業」の取り組みを推進します。
② 高齢者が、住み慣れた地域でできる限り自立した生活を継続するために必要
な地域ケアの中核機関として、地域包括支援センターの周知を図るとともに
機能強化を行います。

③ 高齢者が要介護状態となった場合であっても、可能な限り、居宅において、
その有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるように、介護、
予防、医療、生活支援、住まいの5つのサービスを一体化して提供する 「地
域ケア」を推進します。

④ 特別養護老人ホームについては、今後見込まれるニーズに合わせて、都の建
設費補助に区が加算額を付加することにより、計画的な整備が可能となるよ
うに支援します。

⑤ 単身や日中独居となる在宅要介護者が、24時間365日、安心して緊急時の訪
問介護が受けられる体制を支援する 「24時間訪間介護支援事業」をさらに周
知し、利用の促進を図ります。
⑥ 介護人材の質の確保を図るため、介護支援専門員及び訪問介護員に対するス
キルアップ事業を推進します。また、テクノプラザ及びシエア活動支援セン
ターとの連携により介護求人を紹介し、地域における介護人材の確保に努め
ます。

⑦ 第 1号被保険者の保険料については、介護保険給付準備基金を最大限活用す
ることにより、基準額の増加をできるだけ抑制するとともに、介護保険料の
段階を増やすことで、これまで以上に低所得者への配慮を図ります。

ワ
‘
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(4)法 改正への対応

平成23年 6月 15日 に成立した「介護保険法等の一吉8を改正する法律」では、
新たな介護保険サービスとして、24時 間対応型サービスや生活支援総合サービ
スの導入などが盛り込まれました。これらにつしヽて、本区では以下のように対
応します。

① 単身口重度の要介護者等に対応できるよう、24時間対応の定期巡回・随時対応

型サービスや複合型サービスを倉」設

【本区の状況】

本区では法改正に先行して、第4期計画から既に区特別給付として類似サービ

スを提供し、成果を上げています。

また、全国的にサービス供給体制の整備が課題となっており、本区においても
24年 4月 までに新サービスの供給体制を整備するのは困難です。

【対応】

現行の区特別給付を維持しつつ、新サービスヘの移行が必要か、新サービス

の供給体制を確保できるか等の検討を行つていきます。

② 保険者の判断による予防介護と生活支援サービスの総合的な実施を可能とする

【本区の状況】

本区では、要支援認定者に対する介護予防サービスについては、22年 度で約
985百万円の給付実績があります。また、非該当者に対する介護予防事業は、特

定高齢者把握事業・通所型介護予防事業 (高齢者動作性向上 トレーニング・運動

器の機能向上 ・元気応援事業)な どに取り組み、約 253百 万円の支出実績があ

ります。

【対応】

当該サービスを創設する明らかなメリットが見当たらないうえ、現行スムー

ズに提供できているサービスを再構築することになること、利用者の費用負担
が増える可能性があることなどのデメリットが考えられることから、本区では、
保険者判断により、第 5期計画の期間においては予防介護と生活支援サービス

の総合的な実施は行わないこととします。
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(覇)介 護篠険事業計画のサーゴス然桑

区市町村

特別給付
24時 間訪問介護支援

介護老人福祉施設(キ寺別養護老人ホーム)
介護老人保健施設

介護療養型医療施設

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護
短期入所療養介護
認知症対応型共同生活介護
特定施設入居者生活介護
福祉用具貸与

特定福祉用具販売

居宅介護支援

住宅改修

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の
充
実

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
介護予防認知症対応型通所介護
介護予防小規模多機能型居宅介護
介護予防認知症対応型共同生活介護

地域密着型

サービス

介護予防訪問介護

介護予防訪問入浴介護
介護予防訪問看護
介護予防訪問リハビリテーション

介護予防居宅療養管理指導
介護予防通所介護

介護予防通所リハビリテーション

介護予防短期入所生活介護
介護予防短期入所療養介護
介護予防特定施設入居者生活介護
介護予防福祉用具貸与

特定介護予防福祉用具販売

介護予防支援

介護予防住宅改修

介護予防

サービス
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特定高齢者把握事業

通所型介護予防事業

介護予防普及啓発事業

介護支援サポーター事業

介護予防事業

介護予防ケアマネジメント事業

総合相談支援事業 ｀

権利擁護事業

包括的・継続的マネジメント事業

包括的支援事業

介護給付等費用適正化事業

家族介護支援事業

その他事業
口成年後見制度における区長申立
b福祉用具・住宅改修支援事業
・地域自立生活支援事業

<サ ービス基盤の整備>
・介護老人福祉施設

(特別養護老人ホーム)
・認知症対応型共同生活介護

(地域密着型)
・小規模多機能型居宅介護

(地域密着型)
・短期入所生活介護

介護保険サービス

基盤の整備

安
心
し
て
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
で
き
る
環
境
の
整
備

適正な介護保険制度の運営

利用者保護の充実

サービスの質の向上のための支援

適正な介護保険制度 の

運営とサービスの質の向上

介護保険事業審議会の運営

地域包括支援センター運営協議会の運営

地域密着型サービス運営委員会の運営

庁内推進体制の運営

介護保険事業計画の達成

状況の点検
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盪 介 護保険サーが民

(章)日 常生活目域

介護保険法は、高齢者が住み慢れた地域で生活を続けられるようにするため、
区市町村の区切を日常生活圏1或に分け、その圏i或ごとに地域密着型サービスの
サービス曇等を見込むこととされてしヽます。
葛飾区では、地理的条件、交通事情、人□、
児童委員の所管区域などを総合的に判断し、
してしヽます。

<日 常生活圏域 >

高齢者数、1日出張所や民生委員 ・

区内を7つ の日常生活圏i或に区分

に
じ



(2)地 域包播支援センター

地域包括支援センターは、高齢者のみなさんが住み慣れた地域で安|いして暮
らし続けられることを目標に、要介護状態になることを防止するための介護予

防ケアマネジメント事業を実施します。また、高齢者虐待の防止や権利擁護事

業に取り組むとともに、高齢者とその家族等を支える相談事業を実施します。
7つ の日常生活圏域ごとに 1か 所の地域包括支援センターとそのの室または

出張相談窓□を開設し、相談体制の充実を図ります。今後は、地域包括支援セ

ンターの周知を図り、訪問事業など、きめ細かなサービスの実現に努めます。

地域包括支援センター

1.設 置目的

地域包括支援センターは、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必

要な援助を行 うことにより、その保健医療の向上及び福社の増進を包括的に支援する
ことを目的に設置された施設 (中核機関)で す。

2.事 業概要

包括的支援事業

① 介護予防ケアマネジメント事業
・特定高齢者への介護予防事業啓発 ・勧奨
・要支援者の介護予防ケアプラン作成

② 総合相談支援事業
・総合相談事業
・地域のネットワーク構築

③ 権利擁護事業
・権利擁護相談、虐待相談など

④ 包括的 ・継続的マネジメント事業
・支援困難ケースヘの対応などケアマネジャーヘの支援

任意事業
・家族介護支援事業

その他事業
・介護予防事業普及啓発
・自主活動育成 等

3.設 置者

葛飾区                   ・

4.包 括的支援事業等の委託

区は、包括的支援事業及び任意事業、その他事業について、委託しています。

※ このセンターの運営の中立性 ・公正性を確保するため、「地域包括支援センター運営協議会」

設置しています。
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| あんしんネット運営

通所型介護予防事業 (介護予防拠点) 介護予防サービス事業所

托4食董又呼支五豆森

介護サービス事業所

,介 護サ
ービス
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地域包揺支援センター

地域包鑑支援センター分婁

又は出環相隷窓田

※地域包括支援センターの名称と

担当区域は次ページに記載してい

ます。
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<地 域包括支援センターの担当区域>

地域毎播支援センター名 担当室域

l A 地域包括支援センター 水 元 水元、東水元 (一部)、西水元、南水元、

水元公園 (一部)lB 〃  金 町出張相談窓目

2A 地域包括支援センター 新 宿 新宿 (一部)、金町 (一部)、東金町、東水元 (一部)、

金町浄水場、水元公園 (一部)2B 〃  金 町分室

3 A

3B

地域包括支援センター 高 砂

高砂、鎌倉、細日、柴又、金町 (一部)、新宿 (一部)
〃  柴 又分室

4A 地域包括支援センター 青 戸

亀有、西亀有 (一部)、青戸 (一部)、自鳥 (一部)
4 B 〃  亀 有分室

5A 地域包括支援センター 堀 切 堀切 (二部)、宝町 (一部)、小菅、西亀有 (一部)、

お花茶屋、自鳥 (一部)、東堀切5B 〃  お 花茶屋分室

6A 地域包括支援センター 東 四つ木 立石、四つ木、東立石、青戸 (一部)、東四つ木、

堀切 (一部)、宝町 (一部)6B 〃  立 石分室

7 A 地域包括支援センター 奥 戸

東新小岩、西新小岩、新小岩、奥戸
7B 〃  新 小岩分室
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(3)介 護サー ビス

区の要介護認定により、常時介護が必要と半」定された要介護者には、介護の
必要の程度に応じた介護サービスが提供され、その費用は、要介護度に応じた
区分支給限度額の範囲内におしヽて、介護保険から給付されます。
介護サービスは、居宅サービスと施設サービスとに大副されます。

<術 費労―ビスの種類>

○ 居宅サービス

① 訪間介護

② 訪問入浴介護

③ 訪問看護

④ 訪問リハビリテーション

⑤ 居宅療養管理指導

⑥ 通所介護

⑦ 通所リハビリテーション

③ 福祉用具貸与

③ 短期入所生活介護

① 短期入所療養介護

① 特定施設入所者生活介護

② 福祉用具購入

① 住宅改修

⑭ 居宅介護支援

○ 地域密着型サービス

① 夜間対応型訪問介護

② 認知症対応型通所介護

③ だヽ規模多機能型居宅介護

④ 認知症対応型共同生活介護

⑤ 地域密着型特定施設入居者生活介護

① 区特別給付

① 24時間訪問介護支援

① 施設サービス

① 介護福祉施設サービス

② 介護保健施設サービス

③ 介護療養施設サービス (※)

(※)介 護療養型医療施設については、平成29年度末に廃止予定となっ

ています。区としては、当該施設から介護保険施設等への転用を支

援する役害」を担う東京都と連携しながら、当該施設利用者に必要な

サービスが今後も継続的に提供できるように努めます。
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(4)介 護予麟サーど員

区の要支援認定により、要介護状態となるおそれがあり日常生活に支援が必
要とされた要支援者には、介護予防サービスとして、施設サービスを除いた介
護サービスとほぼ同様のサービスが提供されます。

<介護予防サービスの種類>

○ 介護予防サービス

① 介護予防訪問介護
② 介護予防訪間入浴介護
③ 介護予防訪間看護
④ 介護予防訪間リハビリテーション

⑤ 介護予防居宅療養管理指導
⑥ 介護予防通所介護
⑦ 介護予防通所リハビリテーション

③ 介護予防短期入所生活介護
③ 介護予防短期入所療養介護
⑩ 介護予防特定施設入所者生活介護
① 介護予防福祉用具貸与

② 介護予防住宅改修

① 介護予防福祉用具購入

② 介護予防支援
① 介護予防地域密着型サービス

① 介護予防認知症対応型通所介護
② 介護予防認知症対応型共同生活介護
③ 介護予防小規模多機能型居宅介護

字
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(5)地 域密着型サー ビス

地域密着型サービスは、住み慣れた地i或で要介護者等の生活を支えるとしヽう
観点から、要介護者等の日常生活圏i或内にサービス事業者等を確保し、区民を

対象として提供するサービスをしヽしヽます。
日常生活圏1或を配慮して各種の地域密着型サービスを整備します。このサー

ビスを提供する事業者の指定及び介護報酬‖の設定は区が行しヽます。

※ 地域密着型サービスについて、円滑な運営を図るため、「地域密着型サービス運営委員会」

を設置しています。

<地 域密着型サー ビスの種類>

介護予!防地域密着型|ナ■|ビネ

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

介護予防小規模多機能型居宅介護
※介護予防地域密着型サービスは、要
1又は要支援 2の高齢者が対象となりま
す。提供されるサービスは基本的に地域
密着型サービスと同じです。(グループホ
ームは要支援 2の方のみとなります。)

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

居宅でサービスを受ける高齢者を対象に、夜間、

深夜又は早朝の定期的な巡回訪問又は通報を受け

て、排泄介助等のサービスを提供します。

認知症高齢者を対象に、機能訓練等のサービスを

提供する通所施設です。

日常生活で介護が必要になり、在宅生活が困難

な状態になっても、継続して自宅で生活できるよう、
「通い (デイサービス)」を中心とし、利用者の状態

や希望に応じて 「ヘルパーの訪問」や 「泊まり (シ

ョー トステイ)」を、1か所で提供する複合的な介護

サービスです。

認知症高齢者が、少人数で共同生活をしながら、

日常生活の援助や、機能訓練が受けられる住まいで

す。
一定の要件を満たす事業所では、ショー トステ

イが利用できます。

ケアハウス等で、その入居者が要介護 1以 上の区

民又はその配偶者に基本的に限定され (介護専用型

特定施設)、入居定員が 29名 以下の施設です。介護

サービスは施設が直接提供します。

地域密着1型|サ■!ビ|ネ

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護
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(8)題 特別総籍

24時間訪聞介護支援
「夜間対応型訪問介護」サービスで通報装置をご利用中の方を対象に、昼間
の時間帯におしヽても緊急時にヘルパーを派遣する葛飾区独自の 「随Bき訪問介護
支援」サービスを提供します。

(7)地 域支援事業 (地域支援事業計画)

1)地 域支援事業の目的

高齢者の皆さんが要介護状態等となることを予防するとともに、要介護状態
等となった場合におしヽても、可能な限り、その居宅におしヽて、健康で自立した
日常生活をお<る ことができるように支援することを目的として実施します。

2)介 護予防事業

①介護予防特定高齢者施策
介護予防上の支援が必要と認められる虚弱な状態にある高齢者を対象とし、
その方の生活機能や心身の状態等を踏まえて、生活機能の維持 ・向上を図るた
めのサービスを提供します。

※特定高齢者とは、要支援 ・要介護状態になるおそれの高い虚弱な高齢者をいいます。

ア 特 定高齢者把握事業

介護予防特定高齢者施策の対象となる特定高齢者を、次の方法により把握 し
てしヽきます。
・生活機能評価チェックリストによる把握
・関係機関からの連絡
・訪問活動等による実態把握
・介護保険認定審査による非該当者情報
,本人 ,家族からの相談

イ 通 所型介護予防事業 (介護予防拠点)
特定高齢者を対象に、要支援 ・要介護状態にならなしヽための通所による介護
予防事業として、「運動器の機能向上事業」、「しっかりかんでおしヽし<講 座(□腔
機能の向上 ・栄養改善)」などを行しヽます。
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0運 動器の機能向上

運動器の機能向上が必要な高齢者

身体状況等をチェックした後、寝たきりになることを予防す
るための運動に、栄養改善や日腔機能向上に資する講話を組
み合わせて行い、生活機能の維持 ・向上を図ります。
プログラム終了後に、目標達成度等を評価します。
おおむね週 1回実施
4か月を1サイクルとして実施します。

理学療法士、作業療法士、保健師、看護師など

1回 あたり100円 (送迎サービス利用は別途料金が必要)

0し つかりかんでおいしく講座(栄養改善 口回腔機能の向上)

■

1

口腔機能が低下しているか、又は低栄養状態である高齢者、
もしくはその両方に該当する高齢者

身体状況等をチェックした後、個別相談や講義、指導により、
日常生活の改善を行います。
プログラム終了後に、目標達成度等を評価します。

i毎毛

おおむね週 1回実施

す。

3か 月を 1サ イクルとして実施 しま

歯科衛生士、管理栄養士、言語聴覚士、看護師など

必要に応じて、保健師、看護師、来養士及び地域ボランティ
ア (民生委員など)と 協働を図ります。

1回あたり100円 (調理実習時は別途教材費が必要)
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②介護予防一般高齢者施策

介護予防のための個展人の自三的な活動を支えるとともに、介護予防に取り
組む地1或づ<り を支援します。

ア 介護予防普及啓発事業

e介 護予防普及啓発事業

介護予防請演会や介護予防教室を開催し、区民へ啓発活動を行います。

0ふ れあい銭湯事業

公衆浴場の脱衣場を利用し、健康体操やレクリエーションなどを実施しま
す。

●シエア版ポニースクール

乗馬によって日常あまり使わなしヽ筋肉を動かしたり、馬の世話をしたり楽
し<介 護予防に参加する機会を作ります。

イ 介護支援サポーター事業
65歳 以上の高齢者が区内の介護保険施設等でのサポーター活動を通じて、
社会参力Bや地域貢献を行うことで、本人自身の介護予防と地i或活動への参加
を進めてしヽきます。
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3)包 括的支援事業

①介護予防ケアマネジメント事業

地域の高齢者のb身 の健康の維持を図り、要支援 ・要介護状態にならなしヽよ
うにするために、地域包括支援センターが、特定高齢者に対して介護予防プロ
グラムヘの参加を促進し、参allにあたってはプログラムの利用調整を行しヽます。

②総合相談支援事業

地域の高齢者の保健 ・福祉 。医療の向上、生活の安定に必要な援助を行うた
めに地i或包括支援センターが次の業務を行しヽます。

・総合相談業務
―初期段階での相談対応
一継続的 ・専門的な相談支援
・地域におけるネットワーク構築業務
・実態把握業務

③権利擁護事業
一成年後見制度の活用支援
一老人福祉施設等への措置に関する相談
―虐待への対応
一困難事例への対応
―消費者被書の防止

④包括的・継続的マネジメント事業

地i或の高齢者が住み慣れた地域で暮らすことができるよう、地域包括支援セ
ンターが主にケアマネジャーに対して、次の業務を行います。
・日常的個別指導 ・相談業務
・支援困難事例等への指導 ・助言業務
・包括的 ・継続的なケア体制の構築業務
・地域におけるケアマネジャーのネットワークの形成業務
。かつしかあんしんネットワーク事業の推進機関業務
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キ)任 意事業

①介護給付等費用適正化事業

介護保険の円滑かつ安定的な運営を確保する観点から、介護サービスが道正
に提供されているかの検証や帝」度の趣旨、良質な事業を展開するうえでの各種
情報を提供することにより、利用者に適切なサービスを提供する環境の整備等
を行しヽます。

。「給付費通知」を利用者に送付し、サービス利用状況の確認を行しヽます。
・各種サービス事業者向け研1シ会 ・講演会等の開催をします。

②家族介護支援事業

ア 家族介護者教室

要介護高齢者を介護する家族に対して、介護知識や技術を習得する 「介護
者教室」を開催します。

イ 認知症高齢者家族会

認矢□症の高齢者を介護してしヽる家族が集まり、お互しヽの経験を話し合った
り、支えあうことにより、よりよしヽ介護ができるように支援します。

ウ 家族介護支援事業

●認知症高齢者位置探索システム助成
調知症による徘徊で居所が不明になるおそれのある在宅の高齢者を介護す
る家族に、サービス提供事業者が定める登録料又は登録料がなしヽ場合は最初の
1か月劣の月額利用料を助成します。

③その他の事業

ア 成年後見制度における区長申立

独居の高齢者などで、判断能力が不十分であり、四親等以内の親族が成年後
見の申立ができなしヽ場合、区長が審判申立を行しヽます。

イ 福祉用具 ・住宅改修支援事業

福祉用具 ・住宅改1易を効果的に実施するため、利用者等の相談 ・情報提供や
助言を行しヽます。また、住宅改修費の申請に係る理由書作成の助成を行しヽます。
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ウ 地域自立生活支援事業

0介 護相談員事業

介護相談員が、特別董護老人ホームなど介護保険サービス提供施設を訪間
し、利用者に声掛けを行つたり、施設の行事に利用者と一緒に参加すること
などをとおして、利用者から信頼され気軽に話せる相談相手となるよう努め
ます。そして、利用者との会話の中から、施設職員に伝えづらしヽサービスに
関する疑問や不満等を把握し、施設職員との橋渡し役となって伝え、意見交
換をし、介護保険サービスの質の向上を図ります。

●配食サービス

外出が困難なため、食事の準備等が難ししヽひとりぐらし等の高齢者に、食
事をお届けすることにより、健康の維持と栄養改善を図るとともに、安否の
確認を行しヽます。

工 その他

●生活支援ショー トステイ

本人又は家族の病気等により、施設への入所による生活管理指導が必要な
特定高齢者等を、特居」養護老人ホームヘの短期入所により支援します。

●生活援助事業

高齢者集合住宅等の高齢者生活相談所に、生活援助員を派遣し入居者の安
全を確保するとともに、日常生活上の生活相談 ・指導や緊急B寺の対応等をお
こなしヽます。
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AB推 計を直近のテー密に養じお1えし書し危。

<地 域支援事業計画目標r直>

基 確 教 値 平成24年度 平成25年度 平成% 生 産

高齢者人口

地域支援事業対象者教 (対高齢者害1合)

101,342人

8,000人

(7.9%)

1 0 4 , 3 3 9人

8 , 1 0 0人

( 7 . 8 % )

107,136人

8,200)(

( 7 . 7 % )

亭 ‐業
! 名
な ど 事 業 概 要 平成24年度 平成25年度 平成26年度

介護予防特定高鈴者施策

(ハイリスクアプローテ)

要支援 ・要介護状態となる可能性の高い高齢者に対する介護予防

事業

特定高齢者把握

要支援 ・要介護状態

になる可能性の高

い高齢者の把握

8,000ノ( 8,100メ、 8,200ノ(

介

護

予

防

事

業

通所型

介護予

防事業

介

護

予

防

拠

点

運動器の機能

向上

転倒予防教室や尿

失禁予防教室
(参加実人員)

350人 355ン( 460人

しつか りかん

で お い しく講

座

栄養改善教室 ・口腔

ケア教室など
(参加実人員)

160人 165人 180人

介護予防一般高齢者施策

(ポピュレーショ
｀
ンアプローテ)

地域における自主的な介護予防に資する活動の育成 ・支援

介護予防普及啓発事業

介護予防教室 40[ヨ 45回 50回

|

はつらつ事業 (参加実人員)

120ジ( 130人 140ノ(

ふれあい銭湯 (参加実人員)

230り( 290人 300ノ【

シエア版ポニースク
ール

(参加実人員)

60人 60フ【 60人

地域介護

予防活動

韓

介護支援

サポーター事業

介護支援サポーター

の育成
200ジ( 220ノ( 240人
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1事■業■1名!!な■|ど 事■業|1概|1要 1平!成24年度 平成25年度 平成20年度

包

括

的

支

援

事

業

介護予防

ケアマネ

ジメント

撃

特定高齢者ケアマ

ネジメント業務

介護予防事業の参

加勧奨

(勧奨件数)

1,6001牛 1,800件 2,000イ牛

要支援者介護予防

ケアプラン作成

要支援者の介護予防

ケアプランを作成
2.230り( 2,360フ代 2,500人

総 合 相

談 支 援

事業

総合相談業務

初期段階での相談対

応や継続的 =専門的

な相談支援

(延べ相談件数)

25,000イ牛
26,0004牛 27,000イ牛

権利擁護事業

成年後見制度の活用

支援      ,

(延べ相談件数)

6504牛
7001牛 7504牛

虐待や困難事例への

対応

(延べ相談件数)

1,000件
1,100件 1,200件

包括的 ・継続的マネジメン

ト事業

ケアマネジャーに対

する指導、助言、支

援

(延べ相談件数)

1,1001牛
1,200件 1,300件

任

息

事

業

介護給付費

等費用適正

化事業

給付費通知

給付費通知を利用者

に送付し、サービス

利用状況を確認

(送付人数)

8,500人 8,750人 9,000人

事業者向け研修

会 ・議演会 ・連

絡会等の開催

良質な事業を展開す

る上での各種情報提

供

(参加者数)

5回 750名 6回 780名 6回 780名

家 族 介 護

支 援事 業

家族介護者教

室

介護知識や技術を習

得するための介護教

室を開催

25匹ヨ 27厘ヨ 29距ヨ

家族介護支援

事業

徘徊高齢者を持つ家

族に、位置探索 シス

テムサービス提供事

業者が定める登録料

の助成

(助成件数)

6イ牛
6イ牛 6件

その他の事

業

成年後見制度

における区長

申立

四親等以内の親族に

代わり、区長が審判

申立を実施

(区長申立件数)

25件 28イ牛 301牛

地域自立生活

支援事業

介護相談員事業を実

施
1,440区ヨ 1,440臣ヨ 1,440厘∃

配食サービスの実施 384,400食 387,500:義 390,600食

生活支援ショー トステ

イ
42人/日 42人/日 42人/日

生活援助事業
(対象世帯)

20世帯 20世帯 20世帯
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器 介 護篠捜事業の現横

(1)保 険給付に係る事業の状況

要支援 ・要介護認定者数の推移

平成22年 l①月の要支援 ・要介護認定者数は14,51①人となっています。平
成12年 l①周の認定者数と比較すると、約2.11きに増えており、全体として増加
傾向にあります。

<要 支援 ・要介護認定者数の推移>

16,000

14,000

12,000

利 10,000
用

者

会賃  8,000

人
v  6,000

介護保険事業状況報告

‐
００

　

　

　

，

００

1 4 , 5 1 0

13,748"

型二登
/

6拶_

平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年
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居宅/施 設サービス利用者数の推移

平成22年 l①月の居宅サービス利用者は9,338人となつています。平成12年
10月の利用者数と比較すると、約2.7倍に増えており、一員して増加傾向にあ
ります。

平成22年 l①月の施設サービス利用者数は2,294人となってしヽます。平成12
年l①月の利用者数と比較すると、約1.51きに増力Bしており、居宅サービスに比
べると伸び率は穏やかですが、全体として増加傾向にあります。

<居 宅サービス利用者、施設サTビ ス利用者数の推移 (各年 10月 )>

平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

一 居宅サービス ーEL施 設サービス

介護保険事業状況報告
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唇宅ナービスの利用率の推移

通所介護、居宅療董介護、訪問リハビリテーションの利用率は増加傾向を示
しています。
一方、訪間介護、訪問入浴介護の利用率は若干の低下傾向を示しています。

<居 宅サービス種類別利用率の推移>

20% 60%

5 7 . 4 %
5 6 9 %
5.6%

訪間介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護(老健)

短期入所療養介護(病院等)

特定施設入居者生活介護

福祉用具貸与

2%

97%
93%

8 . 1 %
3 4 %
88%

08%
0.8%
0.8%

0.2%
0.3%
0.2%

ン
ト

6.9%
6.6%
7 . 1 %

33%
6 %
4 6 . 8 %

□平成20年10月 田平成21年10月 日平成22年10月 十
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A口 推計を直近の手―々に養しかえしました。

4 給 付費の見込みと保険料

(1)認 定者数の推計

サービス事業曇を推計するにあたり、人□推計や認定率をもとに要支援 ・要
介護度別認定者数を算出します。

211326
201128

― ― ― 一 ― ― ― ― ― ～ ― ― ― ― ― ― ― 一 、 、 一 ― ― ― ― ― ― ― ― 一 ― 一 ― ― ― ― ― ― 、 ― ― 一 ― ― ― 一 ― ― - 1 9 0 0 7 - 一

g 轟 懸 憩 轟

― ―

電 憑 鱗 機 関

―

17.956

16,049
16,972

布 為 雨

~ 捜 ~ ン ~ ン

ン ン

十

熙

―

ン ン ヽ

一

ヽ

十

熙

―

ヽ

十

平成20年 平 成21年 平 成22年 平 成23年 平 成24年 平 成25年 平 成26年 平 成27年 平 成28年 平 成29年

※平成 20年から平成 22年は 10月末日現在の実績です。

※介護予防や重度化防止に向けた地域支援事業の実施と予防給付の取り組みの効果を勘案した上での、

平成 23年 9月時点での認定者の出現率 (性別 ・年齢階級別の人口に占める割合)を もとに算出した

推計です。

要支援 。要介護度別認定者数

25,000

20,000

認

定

者 15,000

数

（
人

）

(単位 :人)

平成12■年 平成12■年 平成:20年! 平成i‐2T年 平成12ユ年 平成12研年|

要支援 1 1,448 1,531 1,62C 1,715 1,81C 1,924

要支援 2 2,035 2,152 2,277 2,41C 2.552 2,704

要介護 1 2,335 2,46C 2,612 2,76[ 2,928 3,103

要介護 2 3,371 3,56E 3,772 3,99t 4,228 4,48C

要介護 3 2,375 2,511 2,657 2,81乏 2,97[ 3,15C

要介護 4 2,30C 2,432 2,573 2,72t 2,881 3,05C

要介護 5 2,18C 2,311 2,445 2,58遷 2,741 2,904

合  計 16,049 16,972 17,956 19,00' 20,12連 21,32C
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(2)謡 用者教の進計

千)施 設サービス

2)居 住系サービス

※害」合 (%)は 、各年度の第 1号被保険者数に対する利用者の害」合です。

戦 %犠 弱 跡 犠 職 %犠

介護老人福祉施設
人 数 1,369ノ代 1,539人 1,795人

害1合(%) 1.35% 1.47% 1.67%

介護老人保健施設
人 数 891ノ 八ヽ 897メ 、 897ノ (

割合(%) 0.88% 0.86% 0.84%

介護療養型医療施設
人  数 117人 90ノ【 69ノ【

割合(%) 0.12% 0.09% 0,06%

ア 介 護専用居住系サービス 戦 %犠 戦 努 戦 職 26戦

認知症対応型共同生活介護
人 数 398ノ 代 409ノ、 445ノ、`

割合(%) 0.39% 0.39% 0.41%

特定施設入居者生活介護

(介護専用)

人 数 115ノ 八ヽ 124メ、 135メ、

割合(%) 0,11% 0.120/c 0.13%

地域密着型

特定施設入居者生活介護

人 数 20ンベ 20ノ、 20メ、

割合(%) 0.02% 0.02% 0.02%

イ 介 護専用以外の居住系サービス 職 2 4犠 職 25牲 戦 26彼

特定施設入居者生活介護

(介護専用以外)

人 数 560人 603メ、 648A

割合(%) 0.55°/c 0.58°/0 0.60%

介護予防

認知症対応型共同生活介護

人 数 3人 4人 6 人

割合(%) 0.003% 0.004% 0,006%

介護予防

特定施設入居者生活介護

人 数 6 5 人 68ノ【 70ノ代

割合(%) 0.06% 0.07°/c 0.070/0

字
ｒ



(3)居 宅サービス量の推計

1 )居 宅サー ビス

利用者は、 1か 月の人数です。

平成124年度 平成12手年度|平成120年度

(1)訪 問介護
必要量 ・供給量 (回数/年) 1,178,264 1,433,729 1,752,016

利用者 (人) 4,182 4,491 4,823

(2)訪 問入浴介護
必要量 ・供給量 (回数/年) 38,133 33,898 34,681

利用者 (人) 607 620 632

(3)訪 問看護
必要量 ・供給量 (回数/年) 71,454 76,045 80,983

利用者 (人) 1,108 1,167 1,234

( 4 )訪 問 リハ ビリ
テーション

必要量 ・供給量 (回数/年) 44,49C 62,820 88,689

利用者 (人) ｒ
も
，

コ

３ 411 529

(5)居 宅療養管理
指導

必要量 ・供給量 (人数/年) 30,73C 31,987 33,295

利用者 (人) 2,561 2)666 2,775

(6)通 所介護
必要量 ・供給量 (回数/年) 466,492 536,234 616,402

利用者 (人) 4,200 4,739 5,349

(7)通 所 リハ ビリ
テーション

必要量 ・供給量 (回数/年) 86,624 96,904 108,405

利用者 (人) 886 972 1,066

(8)短 期入所生活
介護

必要量 ・供給量 (日数/年) 81,380 87,987 95,023

利用者 (人) 811 873 941

(9)短 期入所療養
介護

必要量 ・供給量 (日数/年) 8,921 9,313 9,721

利用者 (人) 97 103 109

(10)特 定施設入居者
生活介護

必要量 ・供給量 (人数/年) 8,100 8,724 9,396

利用者 (人) 675 727 783

(11)福 祉用具貸与
必要量 ・供給量 (人数/年) 53,418 57,558 62,019

利用者 (人) 4,452 4,797 5,168

(12)特定福祉用具
販売

必要量 ・供給量 (人数/年)

利用者 (人) 1,153 1,149 1,145

(13)住 宅改修
必要量 ・供給量 (人数/年)

利用者 (人) 861 871 881

※特定福祉用具販売、住宅改修の利用者は、1年 間の延べ人数です。
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2)弁 護予隣サーどス

※特定介護予防福祉用具販売、介護予防住宅改修の利用者は、1年 間の延べ人数です。

利用者は、 1か 月の人数です。

(1)介 護予防
訪問介護

必要量 ・供給量 |(回 数/年)

覇 24年度

16)546

羽 2 5年度

16,546

覇 26犠

16,546

利用者 (人) 1,379 1,379 1,379

(2)介 護予防
訪問入浴介護

必要量 ・供給量 (回数/年) ■
■
６０
● 304 257

利用者 (人) 7 7 6

(3)介 護予防
訪問看護

必要量 ・供給量 (回数/年) 3,646 4,011 4,413

利用者 (人) 65 67 70

(4)介 護予防訪問リ
ハビリテーション

必要量 ・供給量 (回数/年) 2,606 2,867 3,153

利用者 (人) 19 21 28

(5)介 護予防居宅
療養管理指導

必要量 ・供給量 (人数/年) 1,414 1,356 1,302

利用者 (人) 118 113 109

(6)介 護予防
通所介護

必要量 ・供給量 (回数/年) 9,049 9,719 10,439

利用者 (人) 754 810 870

(7)介 護予防通所ソ
ハビリテーション

必要量 ・供給量 (回数/年) 1,337 1,320 1,304

利用者 (人) 111 110 109

(8)介 護予防短期
入所生活介護

必要量 ・供給量 (日数/年) 591 605 620

利用者 (人) 8 9 9

(9)介 護予防短期
入所療養介護

必要量 ・供給量 (日数/年) 228 365 584

利用者 (人) 2 3 4

(10)介護予防特定施設
入居者生活介護

必要量 ・供給量 (人数/年) 780 816 840

利用者 (人) 65 68 70

(11)介護予防
福祉用具貸与

必要量 ・供給量 (人数/年) 5,933 7,175 8,676

利用者 (人) 494 598 723

(12)特定介護予防
福祉用具販売

必要量 ・供給量 (人数/年)

利用者 (人) ■
■
９

コ 21 ワ

】

(13)介護予防
住宅改修

必要量 ・供給量 (人数/年)

利用者 (人) 29
と上つ
０ 33

73



(4)地 域密着型サー ビス量の推計

1)地 域密着型サービス

利用者は、 1か月の人数です。

2)地 域密着型介護予防サー ビス

(5)区 特別給付サービス量の推計

辛1成121年度平1成2ユ年凄 平1成121年度

(1)夜 間対応型

訪問介護

必要量 ・供給量 (回数/年) 1,055 1,348 1,722

利用者 (人) 130 160 190

(2)認 知症対応型

通所介護

必要量 ・供給量 (回数/年) 26,349 31,335 37,265

利用者 (人) 228 267 313

(3)小 規模多機能型

居宅介護

必要量 ・供給量 (回数/年) 372 576 900

利用者 (人) 31 48 75

(4)認 知症対応型

共同生活介護

必要量 ・供給量 (人数/年) 4,476 4)908 5,340

利用者 (人) 373 409 445

(5)地 域密着型特定

施設入居者生活介護

必要量 ・供給量 (人数/年) 240 240 240

利用者 (人) 20 20 20

利用者は、 1か 月の人数です。

1平
1成
124年度平成1251年度 平成1261年度

(1)介 護予防認知症

対応型通所介護

必要量 ・供給量 (回数/年) 169 186 204

利用者 (人) 13 14 16

(2)介 護予防小規模

多機能型居宅介護

必要量 ・供給量 (人数/年)

利用者 (人)

(3)介 護予防認知症

対応型共同生活介護

必要量 ・供給量 (人数/年) 36 48 72

利用者 (人) 3 4 6

平成1241年度―平成251年度平成,0年度‐

24時 間訪問介護支援

(随時訪問介護支援)

必要量 ・供給量 (回数/年) 478 580 680

利用者 (人) 120 145 170
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(8)介 護保険サーガス基盤の整徳

1)施 設サービスの整備

介護老人福祉施設 (特別養護老人ホーム)

全室個室でユニットケアによる介護が提供される 「小規模生活単位型特別養
護老人ホーム」を整備する社会福祉法人に対し、施設整備費を助成します。

平成 23年 度末 平成 24年 度 平成 251年度 平成 26年 度 合1計

年次別

整

備

計

画

区内特養

14施 設

(1,349ノ、)

区外特養

2施 設確保

(25人)

※ 2施 設

(220メ、)

2施設竣工補助

1施設着工補助

1施 設

(90人 )

1施設竣工補助

1施設着工補助

1施 設

(90メ、)

1施設竣工補助

4施 設

(400メ、)

当 該

年度末

整備量

14施 設 16施 設 17施 設 18施設 18施 設

1,374ノ( 1,594ノ代 1,684ノ`、 1,774メ、 1,774ノ、

※ 第4期計画で整備支援したもので、平成 23年度に着工補助し、

24年度に竣工補助するもの

本区が整備 して しヽる特別養護老人ホームの総定員数は、第 4期 末現在で 1,374

人 (区外施設 25人 を含む)で す。

第 5期 においても、優先度が高しヽ (※2)と 判定されて しヽる区民ができるだけ早

く入所できるよう特別養護老人ホームの整備を促進 してしヽきます。

※2優 先度の判定

本区では、特別養護老人ホームの入所順位は、施設代表者による入所調整委員会で決定し
ています。入所順位は 「特別養護老人ホーム優先入所基準」により、客観化 (点数化)を 行
つており、16″点満点で 13点以上を優先度が高い申込者として名簿管理しています。
本区の方式の特徴としては、以下のことなどが挙げられます。

① 対象者の状態が変わって点数に変更があった場合には翌月に再評価して順位を変更で

きる柔軟′性があること

② lか所に申し込みすれば希望する複数の施設に同時に申し込みしたことになるなど、申
込者の利便性を図つていること
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2)居 宅サービスの整備

認知症対応型共同生活介護 (認知症高齢者グループホーム)

認lll症高齢者の支援の二環として、また、多様な住まいの確保の観点から、認
知症高齢者グループホームを整備する民間事業者に対し、整備費を助成します。

認知症高齢者グループホームは、日常生活圏域ごとの必要定員数に基づき、
区内でバランスのとれた整備が進むよう指導誘導してしヽきます。第5期 計画に
おける整備目標は、要介護誦定者数及び要支援認定者数、現在の整備状況や事
業者の動向等を踏まえて、次のとおりとします。

金町 ・新宿地区 1か 所 定 員18人

柴又 ・高砂地区 1か 所 定 員18人

亀有 口青戸地区 1か 所 定 員18人

南綾瀬 ・堀切 Jお花茶屋地区 1か 所 定 員18人

立石 ・四つ木地区 2か 所 定 員36人

奥戸 ・新小岩地区 1か 所 定 員18人

小規模多機能型居宅介護

小規模多機台ヒ型居宅介護を整備する民間事業者に対し、整備費を助成します。

年次別

整 備

計 画

3か 所 1か所

整備補助

1か 所

当 該

年度末

整備量

3か 所 4か 所 4か 所

※小規模多機能型居宅介護は、日常生活圏域の短期入所生活介護 (ショー トステイ)、デイサービス

センター及び訪問介護事業所の設置状況、高齢者人口並びに要支援 ・要介護認定者数や事業者の動

向等を踏まえて整備する圏域を決定します。

平成!23年度末 妥虜:241年度 t平威12景年度 !平威:26年度| 合■1計

年次別

整 備

計 画

24か 所

(411人 )

2か 所

(36人 )

整備補助

2か 所

(36人 )

整備補助

3か 所

(54人 )

整備補助

7か 所

( 1 2 6ノ( )

当 該

年度末

整備量

24か 所 26か 所 28か 所 31か所 31か 所

411人 447ノ 、` 483メ、 537ノ、` 537人
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平成 23年 度末 平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度 合 計

年次別

整 備

計 画

13カ Dゝ子

(210人)

※ 2か所

(32人)

2施設竣工補助

1施設着工補助

1か所

(14人)

1施設竣工補助

1施設着工補助

1か 所

(14人 )

1施設竣工補助

4か 所

(60人 )

当 該

年度末

整備量

13か 所 15か 所 16か 所 17か所 17か 所

210メ 、 242ノ【 256メ 、 270ノ( 270メ 、

短期入所生活介護 (ショー トステイ)

短期入所生活介護を整備する社会福祉法人等に対し、整備費を効成しますc

※ 第4期計画で整備支援したもので、平成 23年度に着工補助し、

24年度に竣工補助するもの

(7)支 給限度基準額を超える額の設定

支給限度基準額に対する要介護度別の平均利用書」合が 50%程 度であること
から、支給限度基準額を超える額の設定は行わなしヽこととします。

(8)保 健福祉事業

介護者等の支援事業等、必要な事業につしヽては、現在、一般施策として実施
してしヽますので、介護保険制度上の保健福祉事業としては行わなしヽこととしま
す。
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平成24年 度介護報酬張定の公表に

伴い、補付費を調整し孝した。

(9)介 護保険サー ビス総給付費の推計

'推計したサービス量に基づき、平成 24年 ～26年 度における各サービスの
給付費及び地i或支援事業費を下表のように見込みました。

平成24～ 26年 度の各会計を合計した額を標準給付見込額としヽしヽます。

④ 86,028,834,859 円
※施設等サービス給付費とは、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、特定施

設入居者生活介護 (介護予防を含む、地域密着型は除く。)に 係る給付費です。

※特定入所者介護サービス費等給付額とは、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療

施設の利用者 (ショー トステイ含む)で 所得の低い方に対し、居住費 (滞在費)・食費の負担を軽減

するための給付費です。

※上記給付費には、介護報酬改定分を含んでいます。

<平 成 24～26年度における地域支援事業費の見込み>

なお、地域支援事業費の財源規模は、標準給付見込額の3%以 内となっています。

① l,830,000,000 円

<平 成 24～26年 度における介護保険サービス給付費の見込み>

平成124年度 !平成,京年度 平成120年度

施設等サービス給付費 9,553,554,408F3 10,133)614,173円 10,893,088,683「珂

居宅サービス給付費 12,768,432,053F司 14,183,320,616F■ 15,770,174,661F3

介護予防サービス給付費 1,026)206,113円 1,090,052,720F■ 1,134,756,739 Fl

地域密着型サービス給付費 1,557)654,795「1 1,733,762,664円 1,931,241,737F珂

特定入所者介護サービス費

等給付額
777,001,634F珂 808,071,578F珂 840,384,825円

高額介護サービス費給付額 485,099,606F珂 523,907,575F司 565,820,181 Fl

高額医療合算介護サービス

費給付額
38,825,095F司 46,590,114円 55,908,137円

審査支払手数料 34)304,652 Fl 37,049,088「1 40,013,012円

△
ロ 計 26,241,078,356F珂 28,556,368,528F珂 31,231,387,975円

平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

地域支援事業費 600,000,000円 610,000,000F珂 620,000,000F珂
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平成 24年 度介護報酬張定の公表に

伴い、給付費を調整しきじを。

<平 成 24～26年 度における区特別給付費の見込み>

平成 24年 度 平成 25年 度 平成 26年 度

区特別給付責 1,780,560円 2,190,089円 2,693)809円

⑥ 6 , 6 6 4 1 4 5 8 円
以上により

保険料算定基礎額 ④ 十  ①  十  ⑥  =  87,865,499,317 円

(10)介 護保険の財源

<介護保険給付費の財源内訳>

調整交付金ャ
5.0%

第2号被保険者

保険料,29,0%

都負担金,

12.5%

区負担金,

1 2 . 5 %

※調整交付金は全国平均値

※施設等給付費 (介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、特定施設に係
る給付費)に ついての負担害J合は、国 負担金 15%、都 負 担金 17.5%となります。

<地域支援事業費の財源内訳>

地i或支援事業費には、介護予防事業費と包括的支援事業諸費があり、財源害」
合は次のとおりです。

第 1 号

被保険者

保 険 料

第 2 号

被保険者

保 険 料

国負担金 都負担金 区負担金

介護予防

事 業 責
21% 29% 25% 12.5% 12.5%

包括的支援

事 業 諸 費
21% 39.5% 19.759る 19.75%

第1号被保険者

停R膨黛井斗,21,0%
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縮付費及び基金取掃額を調整し、

保険綱額を記載しました。

(11)介 護保険給付準備基金の取り扱い

介護保険給付準備基金は、介護保険における保険給付の資金に充てるために
設置した基金です。毎年度の決算で保18~用の余乗」金が出た場合、この基金に積
み立てて管理してしヽます。この基金は、保険料が不足した場合、不足分に充て
るとともに、保険料設定の際、保険料の増額幅を抑制するため計画的に取り崩
します。第4期 (平成21～ 23年 度)で は、基金残高17億9干万円のうち、保
険料の増額幅をlIP制するため161意3干万円を取り崩し、23区で4番目に安しヽ保
険料を実現しました。

第5期 (平成24～ 26年 度)の 保険料の算定にあたっては、保険者 (区)が
最低限必要と認める額を除き全額取り崩すとしヽう国の指導に従しヽ、基金残高約
5億 2千 5百 万円のうち、約4億 2干 5百 石円を取り崩し、保険料の増額幅を
抑制します。

基金残高1億円の取り扱いにつしヽては、第5期 計画期間に保険料が不足する
場合に備えます。

(12)介 護保険財政安定化基金の取 り扱い

介護保険財政安定化基金は、特別区及び市町村の介護保険財政の安定化に資す
るため、東京都に設置された基金で、その拠出書」合は、国 1/3・都 1/3・区 1/3
です。区は平成 12年 から20年 までの間に指定された額を拠出してしヽます。
介護保険法の一吉『改正により、平成 24年 度に限リー部を取り崩すことができ
るとされたもので、区の拠出合は区に返還され、保険料の増額幅を抑えるため
に使われます。(国・都拠出分は国 ・都に返還されますが、介護保険に関する事
業に要する経費に充てるよう努めることとされます。)

東京都から本区に返還される約2億 4千 7百 万円全額を保険料の増額幅を抑
制するために活用します。

(13)第 1号 被保険者の保険料基準額の設定

保険料算定基礎額を基に、高齢者の所得分布状況による補正を行しヽ、保険料
予定収納率等を勘案する一方、介護保険給付準備基金を取り崩すとともに、東
京都の介護保険財政安定化基金返還金を活用することで、第5期 (平成24～ 26

年度)の 保険料の基準額を算出しました。

第 5期 (平成 24～26年 度)保 険料額

基準保険料 (年額) 62,160円  (第 4期  46,080円 )

基準保険料 (月額) 5,180円  (第 4期  3,840円 )

※ 介護報酬の引き上げ分 ・基金の取り崩し分を含んだ基準保険料額です。
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(14)第 1号 保険斜の設定

1)所 得段階と乗率の設定

第5期 事業計画では、政令の改正により設定可能となった特例第3段 階も含
め、被保険者の彙担能力に応じたよりきめ孫日かな保険料負担とすべ<、 特lS_段
階を含む保険料段階を15段階に設定します。(第4期 事業計画ではl①段階)
低所得段階では、保険料の負担軽減を図るため、第2段 階の乗率を①,50①か
ら0.45③に、新たに設けた特例第3段階の乗率を従来の第3段階の乗率①.625
から①.60①に、特例第4段 階の乗率を0.95①から0,925に、第5段 階の乗率を
1.125から1.l①①に軽減してしヽます。また、第1段階のうち、老齢福祉年金受
給者で世帯非課税の方につしヽて|よ、第4期 計画同様、第3期計画時点の第1段
階保険料額 (年額17,620円 )に 据え置きます。
負担が可能ときえられる所得段階では、3段 階から7段 階に網劣化し、最大
で合計所得金額が2,①OO万 円以上の方につしヽては、乗率を2.7①Oと しました。

所得段階 判 定 ‐所 得 等 基準額に対する割合

第 1段階
・生活保護受給者
口老齢福祉年金受給者で区民税世帯非課税の方

基準額 XO。450

第 2段 階
口区民税世帯非課税で、

合計所得金額十課税年金収入額が80万円以下の方
基準額 XO.450

特例

第 3段 階

区民税世帯非課税で、

合計所得金額十課税年金収入額が80万円を超え120万円以下の方
基準額 XO,600

第 3段 階
区民税世帯非課税で、

合計所得金額十課税年金収入額が120万円を超える方
基準客夏XO.625

特例

第4段 階

口区民税本人非課税で、課税世帯に属し

合計所得金額十課税年金収入額が80万 円以下の方
基準岩寅XO.925

第4段 階
・区民税本人非課税で、課税世帯に属し

合計所得金額十課税年金収入額が80万 円を超える方
基準額=1.000

第5段 階
・区民税本人課税

(合計所得金額125万円未満)
基準額 Xl.100

第 6段 階
・区民税本人課税

(合計所得金額125万円以上200万円未満)
基準額 Xl.250

第 7段 階
コ区民税本人課税

(合計所得金額200万円以上300万円未満)
基準塔買Xl.500

第 8段 階
・区民税本人課税

(合計所得金額300万円以上500万円未満)
基準客買Xl.600

第9段 階
・区民税本人課税

(合計所得金額500万円以上800万円未満)
基準額 X2.050

第10段階
・区民税本人課税

(合計所得金額800万円以上1,10o万円未満)
基準額 X2.400

第11段階
区民税本人課税

(合計所得金額1,100万円以上1,500万円未満)
其準額 X2.500

第12段階
口区民税本人課税

(合計所得金額1,500万円以上2,000万円未満)
基準客夏X2.600

第13段階
口区民税本人課税

(合計所得金額2,000万円以上)
基準客頁X2.700

第4期事業計画の

所得段階と乗率

第 1段 階 0.400

第 2段 階 0.500

第 3段 階 0,625

特例

第4段 階
0.950

第 4段 階 1.000

第 5段 階 1.125

第 6段 階 1.250

第フ段階 1.500

第 8段 階 1,850

第 9段 階 2.000
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徳付費農ぴ基金取掃額を調整し、

保険綱額を記載し孝した。

2)段 階別保険料

所得段1階|
保険料|(年額) 保険料!(月1額) 尋ン !雛!

第4期 保険料

十とめ差(月1狗!

第 1段 階 28,080円 2,340円 第 1 段F 皆 1)586円 +804円

第 2段 階 28,080円 2,340円 第 2段 階 1,920円 +420円

特例第 3段 階 37,320円 3,110円
第 3段 階 2,400円

+710円

第 3段 階 38,880円 3,240円 +840円

特例第4段 階 57,600円 4,800円 特例第 4段 階 3,648円 +1,152円

第 4段 階 62,160円 5,180円 第4段 階 3,840円 +1,340円

第 5段 階 68,400円 5,700円 第 5段 階 4,320円 +1,380円

第 6段 階 77,760円 6,480円 第 6段 階 4,800円 +1,680円

第 7段 階 98,240円 7,770円
第 7段 階 5,760円

+2,010円

第 8段 階 99,600円 8,300円 +2,540円

第 9段 階 127,440円 10,620円 第 8段 階 7,104円 +3,516円

第 10段 階 149,280円 12,440円

第 9段 階 7,680円

+4,760円

第 11段 階 155,400円 12,950円 +5,270円

第 12段 階 161,640円 13)470円 +5,790円

第 13段 階 167,880円 13,990円 +6,310円

3)所 得段階別級保険者数の推計

所得段階 平成24年度 平成25年度 平成261年度

第 1段 階 5,315人 5,472ノ代 5,619ノ(

第 2段 階 18,051ノ、 18)585ノ、 19,083ノ(

特例第 3段 階 7,422ノ ナ、 7,641ノ( 7,846人

第 3段 階 7,072ノ、 7,282人 7,478ノ(

特例第 4段 階 15,485人 15,943メ、 16,370メ、

第 4段 階 9,739ノ、 10,026人 10,296ノ(

第 5段 階 12,176ノ( 12,536ノ( 12,869ノ【

第 6段 階 11,615ノ、 11,958ノ、 12,279メ 、

第 7段 階 7,150ノ( 7,361ノ( 7,558メ、

第 8段 階 4,000ノ ナ` 4,118ノ、 4,229ノ 代

第 9段 階 1,546ノ【 1,591人 1,634ノ(

第 10段 階 619メ 、 638ノ( 655メ 、

第 11段 階 407ノ、 419ノ 、` 430ノ 八ヽ

第 12段 階 337メ 、 346ノ( 356メ 、

第 13段 階 410ノ、` 422ノ( 433ノ 【

計 101,342ノ( 104,339メ、 107,136ノ(
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A回 推計を直近の雰―線に養しかえしまし態。

4)所 得段階別被保険者敦及び保険料負担罰構成比

所得段階
平成24ギ26年度

被保険者数合計 (推計)
構成比

1平成24宇26年度

保険料負担額合計
構成比

第1段階 1 6 , 4 0 7人 5.2% 459,822,582円 2.5%

第2段 階 5 5 , 7 1 9 人17.8% 1,561,580,694円 8.4%

特例第 3段 階 22,908人 7.3% 856,026,144円 4.6%

第 3段 階 21,831人 7.0% 849,771,675円 4.6%

特例第 4段 階 47,799人 15,3% 2,753,652,591 円 14.9%

第4段 階 30,061 人 9.60/0 1,872,199,080円 1 0 . 1 %

第 5段 階 37,581人 12,0% 2,574,599,148円 13.9%

第 6段 階 35,852人 11.5% 2,791,078,200円 1 5 . 1 %

第7段 階 22,070人 7 . 1 % 2,061,779,400円 11.2%

第 8段 階 1 2 , 3 4 6人 3.9% 1,230,254,208円 6.7%

第 9段 階 4,770人 1.50/0 609,004,980円 313%

第 10段 階 1 , 9 1 3 人 0,6% 285,939,936円 1.5%

第 11段 階 1,256人 0.4% 195,559,200円 1 .  1 0 / o

第 12段 階 1,039人 0,3% 168,243,192円 0.9%

第 13段 階 1,265人 0,4% 212,717,340円 1.2%

計 3 1 2 , 8 1 7 人100.00/0 18,482,228,370円 100,00/0
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適正な介護保険制度の運営とサービスの質の向上

適正な介護保険制度の運営とサービスの質の向上を図ることは、介護や支援
を必要とする高齢者やその家族から強<求められてしヽますとこのため、介護サ
ービスを取り巻<環 境の整備を進めるとともに、介護保険制度の曽及や利用者
保護の充実など、介護保険制度の維持 ・発展のための取り組みを進めます。

(1)適 正な介護保険制度の運営

1)地 域ケアの推進

高齢者が要介護状態となった場合であっても、司能な限り、居宅におしヽて、
その有する台ヒカに応じて自立した日常生活を営むことができるように、介護、
予防、医療、生活支援、住ましヽの 5つ のサービスを一体化して提供していく「地
i或ケア」を推進します。入院治療からかかりつけ医による在宅医療への移行を
円滑に行うため地域の医療機関同士の連携を図るとともに、医療機関と訪問看
護ステーションや訪問介護事業者などの介護サービス事業者との連携を図り、
高齢者やその家族が安心して在宅生活を送れるよう努めてしヽきます。
また、高齢者が安bし て住みなれた地域で生活を継続できるよう、本区では、
東京都の 「高齢者向け優良賃貸住宅供給助成帝」度」を活用し、第4期 計画期間
までにl①棟 ・24①戸を整備してきました。これは、23区 内全体 (31棟 ・715
戸)の うち棟数で32.3%、 戸数で33.6%(平 成23年 10月 20日 現在)に 相当
しています。高齢者住ましヽ確保法の改正により、従来の高齢者向け優良賃貸住
宅を新たに整備することはなくなりましたが、これら既存の高齢者向け優良賃
貸住宅について、ヨ|き続き家賃助成を継続します。また、連帯保証人を確保す
ることが困難な高齢者等が民間賃貸住宅へ入居できるよう、(財)高 齢者住宅財
団が実施する家賃債務保証制度を活用して、区が保証料の一部を助成する仕組
みを構築してしヽます。

2)介 護保険制度の普及

「広報かつしか」やホームページヘの掲載、区独自のパンフレットの作成 ・

配布、介護サービス事業者が行う研1うの支援等により介護保険制度の普及を図
り、区民サービスの向上に努めます。

3)要 介護認定への取り組み

① 適切な認定調査の実施

認定調査要領の作成や認定調査に従事する認定調査員を対象とする研修を実
施するほか、調査結果の検証を行うなど、適切な認定調査の実施に向けた取り

組みを行しヽます。

②公平 口公正な介護認定審査会の運営

東京者ほと連携し、介護認定審査会委員の認定審査に関する知識の修得 ・向上
のための取り組みを実施するほか、葛飾区医師会と連携して主治医意見書の記

載内容の充実に向けた取り組みを行うことにより、公平、公正な介護認定審査
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会の運営に努めます。

4)給 付適正化の取り組み

介護給付費の不適正な請求等の防止に向けた介護サービス事業者への実地指
導や 「介護給付実績通矢B」による利用者への介護サービス利用実績の確認、住
宅改修、福祉用具購入の利用者宅訪問への調査の実施に加えて、居宅介護事業
者を対象としたケアプラン点検により、給付適正化の取り組みに努めます。

5)保 険料収納の取 り組み

保険料の納付汚法の拡大に向けて、ペイジー□座振誉受付サービス (※)を
導入します。さらに、クレジットカー ドによる細付など先進自治体の導入方法
や効果について検討し、被保険者の利便性向上と収納率向上に努めます。

※ キャッシュカードを使い、その場で日座振替の登録ができるサービス

6)国 及び都への情報発信

介護保険制度や介護報酬など国の制度 ・仕組みに関することや介護職場の人
材確保に関することなどにつしヽて、区では、必要に応じ、全国市長会などを通
じて要望すること等に努めてきました。今後も、必要性を判断し、積極的に国
や都への情報発信に努めます。

(2)利 用者保護の充実

1)介 護サービス情報の提供

①情報開示の推進

利用者が介護サービスを適切に選択することができるよう、ホームページ上
|こ「指定介護サービス ・介護予防サービス事業者一覧」、「高齢者福祉施設等―

覧」を掲載し、ヨ|き続き最新の情報を提供していきます。
さらに、福祉サービス第三者評価の受審促進を図るため、事業者に対して助
成を行つてしヽきます。

②インターネットの活用

葛飾区ホームページは、介護保険帝」度のしくみを掲載し、介護認定等の申請
書類のダウンロードもできる状況になってしヽます。
さらに、介護サービス事業者のサービス内容や利用方法など利用者が知りた
い情報を、「東京都介護サービス情報提供システム」及び 「WAN/1-NET(福 祉
保健医療情報ネットワークシステム)」に提供するよう介護サービス事業者を支
援します。

2)サ ービスに関する相談 ・者情体制の強化

①道切かつ迅速な相談 ・苦情体制

区は保険者として、利用者の一香島近な相談窓□として、相談や苦情に対し、
道切かつ迅速な対応を行しヽます。また、地i或包括支援センターにおしヽては、居
宅サービス計画や事業者との契約に関する相談に応じるなど相談体制をさらに
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強化してしヽきます。

また、国民健康保険団体連合会とも連携し、事業者への指導 ・助言を行しヽます。

②苦情調整委員制度の充実

福祉サービスの利用に関する苦情等を公正かつ中立な立場で調整する 「福祉
サービス苦情調整委員」につしヽて、より区民に利用しやすい制度にするととも
に、制度のPRに 努めてしヽきます。

③介護相談員の派遣

特別養護老人ホームなど、介護サービス提供施設を訪間し、施設サービス利
用者との日常会話を通して、不満等を把握し、苦情に至る事態を未然に防ぐと
ともに、サービスの質の向上を図るため介護相談員を派遣します。

④不服審査の対応

東京都介護保険審査会に申し立てる行政不服審査請求に関しては、区民の事
前の相談に対応するとともに、迅速かつ適切に対応します。

3)利 用者 ・介護者への支援の充実

①相談窓日の充実

福祉総含案内システムの導入により、来庁者の目的に沿った動線を考慮し、
「待たなしヽ ・迷わなしヽ、区民にとって利用しやすい窓□」を構築し、複数の福
祉制度にまたがる類似、供給等のサービスにつしヽて、来庁者への適切な案内を

実現しました。今後とも、来庁者に対する接遇の向上を目指して取り組みます。

②利用者の権利を守る事業の推進

半」断能力の低下した認知症高齢者が安bし て福祉サービスが利用できるよう、

社会福祉協議会におしヽて、福祉サービス利用の援助や日常的金銭管理サービス、
書類預かリサービスなどの利用援助事業を実施しています。また、権利擁護セ
ンターかつしか (しっかリサポート)に おしヽて、成年後見制度の相談及び利用

支援、法人後見を行つています。

③地域包括支援センターにおける支援の充実

地上或包括支援センターにおける支援の充実を図るため、命室を設置しました。

今後は職員の増員など機能強化を図ってしヽきます。

地域包括支援センターにおしヽて、介護保険サービス利用者及び介護者や虚弱

な高齢者からの相談に応じ、必要な助言を行しヽます。また、福祉サービス申請

代行や介護者教室の開催などを通して、サービス利用者、介護者への支援の地

域拠点としての充実を図ってしヽきます。今後は、訪問サービスも実施し、高齢

者が住みなれた地i或で住み続けられるように努めます。
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<高 酔者支援のための地域包括支援センターの事美内容>

:中立性の確保
・地域資源のネットワーク化
・センターの運営支援

、景 、景x,i44六Irr=F

③虐待防止t早期
‐発見t権利擁護

社会福祉士

必要なサービスにつなげる

主任ケアマネジャー         保 健師等

靱 群 ①介護予防ケア
マネジメントの

・日常的個別指導・相談
・支援困難事例等への
指導,助言
・地域でのケアマネジャー
ヘのネットワークの構築

・
アセスメントの実施
・介護予防事業の啓発 ・

参加勧奨

|
強張積談窓■■か所

坪窪寵繁午
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(3)サ ー ビスの質の向上のための支援

1)介 護サービス事業者間の連携強化
「介護サービス事業者連絡会」を年数回開催し、情報提供に努めています。
また、自主的な研修会や事業所の質の向上を図るための講習会、サービス種局」
を超えた交流など介護サービス事業者が主体となった相互の連携を支援してしヽ
きます。

2)介 護サービス事業者の育成 =指導

サービスの質の向上のための支援として、介護支援専門員や訪間介護員など
に対する研修体制を体系化し、研修を実施します。またtサ ービス内容等の改
善が必要な介護サービス事業者に対して適切な指導に努めてしヽきます。

3)ケ アマネジメントの充実

地域包括支援センターあるしヽは地i或包括支援センターと区内事業者の主任ケ
アマネジャーとの連携により、介護サービスの円滑な利用のために重要な役書」
を担う介護支援専門員に対して実施する、ケアプラン作成技術向上のための指
導や助言及び事例検討会の開催などを支援してしヽきます。
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第暴華 闘 欝者篠籠種稚許闘 ヨ弁護繰醸事業計画の寵進

庁内推進体制の運営

高齢者保健福祉計画 ・介護保険事業計画を推進するため、富」区長を委員長、
関係各部長を委員とする高齢者施策推進委員会、及び福祉部長を幹事長、関係
各課長を幹事とする高齢者施策推進幹事会のもとで、計画事業間の調整や計画
事業の進行管理を行ってしヽきます。

介護保険事業審議会の運営

介護保In~事業計画や介護保険事業の運営上重要な事項につしヽて審議するため、

条例に基づき、区長の附属機関として、学識経験者、公募区民、介護サービス

及び介護予防サービスに関する事業者等から成る 「葛飾区介護保険事業審議会」
を設置してしヽます。

第 5期 介護保険事業計画策定後も、適宜、同審議会を開催し、介護保険事業
計画の達成状況や給付実績等を報告し、様短な立場の委員から幅広<ご 意見を

伺しヽ、介護保険事業計画及び介護保険事業の円滑な運営を推進していきます。

地域包括支援センター運営協議会の運営

地域包括支援センターの運営につしヽて、その公正性 ・中立性を確保するため、
学識経験者、公募区民、介護サービス及び介護予防サービスに関する事業者等
から成る 「葛飾区地i或包括支援センター運営協議会」を設置しています。

同運営協議会におしヽては、地域包括支援センターの設置や運営状況、職員の

確保、事業計画、収支予算 ・決算等に関して、様短な立場の委員から幅広くご

意見を伺しヽ、地i或包括支援センターの業務を支援 してしヽきます。

地域密着型サービス運営委員会の運営

地域密着型サービスの適正な運営を確保するため、学識経験者、公募区民、

介護サービス及び介護予防サービスに関する事業者等から成る 「葛飾区地域密

着型サービス運営委員会」を設置してしヽます。同運営委員会の委員は、地域包
括支援センター運営協議会の委員を充て、地域密着型サービスの指定基準、介

護報勘‖の設定、地域密着型サービス事業者の指定、サービスの質の確保、及び

運営の評価などについて協議 し、地i或密着型サービスの質の向上を図ってしヽき
ます。
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